
付　　　録
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１　法務省定員
（平成20年度末）

区　　　　　　　分 定　　　　　　　員

内 部 部 局

大 臣 官 房

民 事 局

刑 事 局

矯 正 局

保 護 局

人 権 擁 護 局

入 国 管 理 局

440人
事務次官１人及び秘書官１人を含む。
うち，64人は司法法制部の定員とし，司法
法制部の定員のうち，６人は，国立国会図書
館支部法務図書館の定員とする。

86人

60人

50人

26人

20人

127人

計 809人

施設等機関

法 務 総 合 研 究 所

矯 正 研 修 所

刑務所・少年刑務所及び拘置所

少 年 院

少 年 鑑 別 所

婦 人 補 導 院

入 国 者 収 容 所

86人

うち，24人は，支所の定員とする。　 　　48人

18,517人

2,481人

1,211人

2人

270人

計 22,615人

地方支分部局

法 務 局 及 び 地 方 法 務 局

矯 正 管 区

地 方 更 生 保 護 委 員 会

保 護 観 察 所

地 方 入 国 管 理 局

10,823人

182人

256人

1,250人

3,016人

計 15,527人

検　　　　　　察　　　　　　　庁 11,641人

合　　　　　　　　　　　　　　計 50,592人

公安審査委員会（外局）
区　　　　　　　分 定　　　　　　　員

内 部 部 局 事 務 局 4人
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公安調査庁（外局）
区　　　　　　　分 定　　　　　　　員

内 部 部 局

総 務 部

調 査 第 一 部

調 査 第 二 部

80人

　長官１人及び次長１人を含む。

117人

157人

計 354人

施設等機関 公 安 調 査 庁 研 修 所 7人

地方支分部局
公 安 調 査 局 及 び
公 安 調 査 事 務 所

1,159人

合　　　　　　　　　計 1,520人

法 務 省 合 計 定　　　　　　　員 52,116人
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２
　
会
　
　
計

⑴
　
予
　
　
算

ア
　
一
般
会
計

鉉
　
法
務
省
所
管
　
　
平
成
21
年
度
　
　
政
府
職
員
予
算
定
員
及
び
俸
給
額
表

法
　
務
　
省
　
所
　
管
　
総
　
表

指
定

職
俸

給
表

行
政
職
俸
給
表
（
一
）

行
政
職
俸
給
表
（
二
）

公
安
職
俸
給
表
（
一
）

公
安
職
俸
給
表
（
二
）

研
究

職
俸

給
表

医
療
職
俸
給
表
（
一
）

医
療
職
俸
給
表
（
二
）

医
療
職
俸
給
表
（
三
）

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

検
察

官

特
別

職

一
般

職

合
計

区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表

7

外
　
　
　
 1
（
1
箇
月
）

外
　
　
 7
2（
6
箇
月
）

外
　
　
   
14
（
9
箇
月
）

内
   
   
1,
28
9（
6
箇
月
） 

43
,4
96 47

外
　
　
   
4（
6
箇
月
）

内
   
   
   
21
7（
6
箇
月
）

6,
32
1

40
2

外
　
　
   
50
（
6
箇
月
）

内
   
   
   
65
5（
6
箇
月
）

19
,6
88

外
　
　
   
18
（
6
箇
月
）

内
   
   
   
34
7（
6
箇
月
）

13
,6
44 17 33
5

内
   
   
   
  1
1（
6
箇
月
）

11
7

内
   
   
   
  1
4（
6
箇
月
）

30
2 1

外
　
　
   
1（
1
箇
月
）

外
　
　
   
14
（
9
箇
月
）

内
   
   
   
  4
5（
6
箇
月
）

2,
62
2

43
,5
03

1
1
　
級 1

1
0
　
級 19 36 3

9
級 82 73 46

8
級 15
0

12
3

11
7 －

7
級 18
1

46
2

23
1 － －

6
級 69
0

44
9

82
1 － － －

5
級 59
5 9

54
8

91
9 5 － 20 1

4
級

内
  　
10

1,
18
8 64

内
  　
2

2,
13
4

3,
26
6 2 20 4 3

3
級

内
  　
27

1,
86
9

30
6

内
  　
50

3,
80
7

4,
97
6 6

10
9 60 42 －

2
級

内
　
18
0

1,
36
0 23

内
  2
84

8,
59
7

内
  3
13

2,
58
0 4

15
4

内
  1
0 32

内
  1
4
25
6 1

1
級

外
　
　
4

18
7 －

外
　
50

内
  3
19

3,
45
8

外
　
18

内
  3
4

68
5 － 52

内
  1 1 － －

俸
給
額
（
千
円
）

43
,5
98

17
4,
52
0,
81
0

49
4,
94
8

24
,7
28
,6
83

1,
36
7,
20
0

71
,5
85
,0
88

54
,6
64
,4
84

10
3,
27
7

1,
65
2,
86
0

40
4,
46
7

1,
09
1,
99
2

5,
74
0

18
,4
22
,0
71

17
4,
56
4,
40
8

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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大
　
　
　
　
　
　
　
　
　
臣

副
　
　
　
　
大
　
　
　
　
臣
 

大
臣

政
務

官
 

中
央
更
生
保
護
審
査
会
委
員

長 中
央
更
生
保
護
審
査
会
委
員

秘
書

官
 

指
定
職
俸
給
表

事
務

次
官

官
房

長
、
局

長

訟
務
総
括
審
議
官

 
部
 

長

審
議

官

行
政
職
俸
給
表（
一
）

 
課
 

長

 
室
 

長

課
長

補
佐

 
係
 

長

 
主
 

任

審
議

官

法
務

本
省

　

　
法
務
本
省
共
通
費
　

　
特

　
別

　
職

　
一

　
般

　
職

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

（
80
）

76
8 7 1 1 1 1 2 1

（
80
）

76
1

（
9） 12 1

（
7） 7
（
1） 1
（
1） 1 2

（
71
）

71
5

（
40
） 55

（
2） 37 12
0

26
3 49

（
3） 3

1
1
　
級
1
0
　
級

（
12
） 12

（
9） 9

（
3） 3

9
級

（
5） 18

（
5） 18

8
級

（
27
） 59

（
26
） 28

（
1） 31

7
級

（
2） 39

（
1） 6 25

6
級

（
25
）
12
9 70

5
級 80 25

4
級 15
3

13
5

3
級 16
3

12
8 19

2
級 62 30

1
級 －

俸
給
額
（
千
円
）

3,
77
9,
56
6

43
,5
98

3,
73
5,
96
8

13
3,
34
0

3,
48
3,
56
1

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳

組
織

別
等

内
訳
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専
門

職

法
規

専
門

職

技
術

専
門

職

一
般

職
員

行
政
職
俸
給
表（
二
）

技
能
労
務
職
員

医
療
職
俸
給
表（
二
）
 

薬
剤

師

医
療
職
俸
給
表（
三
）
 

看
護

師
長

看
護

師

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

専
門

職

指
定
職
俸
給
表

　
所
 

長

行
政
職
俸
給
表（
一
）
 

部
　
　
　
　
　
　
　
　
　
長

　
課
 

長

課
長

補
佐

　
係
 

長

　
主
 

任

法
務
総
合
研
究
所
　
　

　
法
務
総
合
研
究
所
共
通

　
費

　
一

　
般

　
職

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

86

（
26
） 26 44 32 28 1 4 2 2 1

（
14
） 85

（
1） 1

（
10
） 66

（
5） 6 2 1 4 1

1
1
　
級
1
0
　
級 －

9
級

（
3） 3

（
3） 3

8
級 －

（
2） 3

（
2） 3

7
級 4

（
1） 1 3 － －

（
4） 7 1

6
級 25

（
25
） 25 9 － － 9 1

5
級 51 4 2 － －

（
1） 13 1

4
級 1 17 6 － － 7 3

3
級 5 11 17 1 2 2 － 14 1 1

2
級 32 3 － 2 2 1 9

1
級 － － － － 1

俸
給
額
（
千
円
）

94
,7
60

4,
02
0

14
,5
47

5,
74
0

45
6,
91
6

11
,8
92

33
8,
65
1

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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教
　
　
　
　
　
　
　
　
　
官

首
席

専
門

官

統
括

専
門

官

専
門

官

一
般

職
員

行
政
職
俸
給
表（
二
）

技
能
労
務
職
員

研
究
職
俸
給
表
 

部
長
等
研
究
員

研
究

員

指
定
職
俸
給
表

　
　
〔
最
高
検
察
庁
〕

事
務

局
長

　
　
〔
高
等
検
察
庁
〕

事
務

局
長

行
政
職
俸
給
表（
一
）
 

　
　
〔
最
高
検
察
庁
〕

秘
書

官

一
般

職
員

　
　
〔
高
等
検
察
庁
〕

検
察

庁

　
検
察
官
署
共
通
費

　
一

　
般

　
職

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

（
5） 16 3 7 24 2 1

（
3） 17
（
3） 13 4

外
　
   
　
1（
1
箇
月
）

外
　
　
   1
4（
9
箇
月
）

内
   
   
  3
03
（
6
箇
月
）

11
,7
35 4 1 3

24
2 13 1 12

1
1
　
級
1
0
　
級 －

9
級 －

8
級 1 1 1

7
級

（
4） 5 1 －

6
級 5 2 1 － －

5
級

（
1） 6 6 －

（
1） 5

（
1） 5 －

4
級 4 － 2 2 －

3
級 12 1

（
2） 6

（
2） 6 －

2
級 8 1 － 4 4

11
9

1
級 1 － － 12
2 12 12

俸
給
額
（
千
円
）

3,
09
6

10
3,
27
7

54
,3
35
,8
82

40
,4
64

63
8,
76
7

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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〔　
　　

　　
　　

〕

〔　
　　

　　
　　

〕

一
般

職
員

　
　
　
地
方
検
察
庁
及
び
区

　
　
　
検
察
庁

一
般

職
員

行
政
職
俸
給
表（
二
）

　
　
〔
最
高
検
察
庁
〕

技
能
労
務
職
員

　
　
〔
高
等
検
察
庁
〕

技
能
労
務
職
員

　
　
　
地
方
検
察
庁
及
び
区

　
　
　
検
察
庁

技
能
労
務
職
員

公
安
職
俸
給
表（
二
）

　
　
〔
最
高
検
察
庁
〕

課
長

室
長

課
長

補
佐

係
長

主
任

翻
訳

職

専
門

職

一
般

職
員

　
　
〔
高
等
検
察
庁
〕

事
務

局
長

事
務

局
次

長

課
長

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

10
1

12
8

19
0 7 35 14
8

内
　
   
   
   
   
   
  　
25
8

8,
67
7 72 7 2 10 25 14 1 2 11 38
1 5 7 59

1
1
　
級
1
0
　
級 3 3 3

9
級 13 1 1 1 1

8
級 46 7 6 1 4 1 3

7
級 99 3 1 2 33 4 29

6
級 46
3 6 6 39 30

5
級 5 1 1 3

56
6 5 2 1 2 29

4
級 25 2 8 15

2,
22
3 12 12 10
0

3
級 15
3 4 26 12
3

3,
39
5 21 13 8

11
9

2
級 12 10
7 7 7

内
　
25
8

1,
49
9 12 6 6 38

1
級 89

　
21 － 37
0 5 5 15

俸
給
額
（
千
円
）

65
9,
72
1

34
,5
74
,8
59

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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〔　
　　

　　
　　

〕

支
部

課
長

課
長

補
佐

係
長

主
任

専
門

職

検
察

監
査

官

監
査

専
門

官

一
般

職
員

　
　
　

　
　
　
地
方
検
察
庁
及
び
区

　
　
　
検
察
庁

事
務

局
長

事
務

局
次

長

地
検

課
長

支
部

課
長

区
検

課
長

課
長

補
佐

係
長

主
任

首
席

捜
査

官

次
席

捜
査

官

統
括

捜
査

官

主
任

捜
査

官

検
務

監
理

官

統
括

検
務

官

検
務

専
門

官

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

6 19 15
7 47 19 11 16 35

内
　
   
   
   
   
   
  　
25
8

8,
22
4 50 13 17
6 36 6 73 54
3

12
5 51 40 65
5

内
　
   
   
   
   
   
  　
21
4

3,
99
0 50 59
3

内
　
   
   
   
   
   
  　
44

1,
27
5

1
1
　
級
1
0
　
級
9

級 11 11

8
級 35 29 6

7
級 63 10 12 25 7 9

6
級 9

41
8 1

12
1 2 20 33 15
7 41 34

5
級 3 17 7 2

53
2 52 9 3 16 25
2

18
7 5

4
級 3 2 82 12 1

2,
11
1 3 25 3 57 20
4

24
6

77
7

37
2

42
4

3
級 75 29 15

3,
25
5

33
9 74

2,
14
5

69
7

2
級 18 20

内
　
25
8

1,
44
9 51

内
　
21
4

1,
06
8

内
　
44 14
9

1
級 15 35
0

俸
給
額
（
千
円
）

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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〔　
　　

　　
　　

〕

調
査

官

一
般

職
員

検
察

官

　
〔
最
高
検
察
庁
〕
　

検
事

総
長

次
長

検
事

検
事

　
　
〔
高
等
検
察
庁
〕

検
事

長

検
事

　
　
　
地
方
検
察
庁
及
び
区

　
　
　
検
察
庁

検
事

副
検

事

指
定
職
俸
給
表

　
　
〔
矯
正
研
修
所
〕

所
長

　
　
〔
矯

正
管

区
〕

管
区

長

行
政
職
俸
給
表（
一
）
 

矯
正

官
署

　
矯
正
官
署
共
通
費

　
一

　
般

　
職

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

17 53
1

外
　
　
   
　
　
　
　
15

内
   
   
  　
　
   
　
　
 4
5

2,
62
2 18 1 1 16 13
0 8

12
2

外
　
   
　
　
　
　
　
15

内
　
　
  　
　
　
　
 4
5

2,
47
4

外
　
   
　
　
　
　
　
15

内
　
　
  　
　
　
　
 4
5

1,
57
5

89
9

外
　
　
   
68
（
6
箇
月
）

内
   
   
   
66
3（
6
箇
月
） 

22
,7
44 8 1 7

27
4

1
1
　
級
1
0
　
級 －

9
級 2

8
級 －

7
級 －

6
級 9 7

5
級 8 7

4
級 2

3
級 10
3

2
級 18
1

15
2

1
級 35
0 1

俸
給
額
（
千
円
）

18
,4
22
,0
71

85
,2
26
,6
22

75
,2
64

95
0,
85
6

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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〔
矯
正
研
修
所
〕
　

課
長

係
長

主
任

教
頭

教
官

一
般

職
員

　
　
　
　
〔
矯
正
管
区
〕
　

管
区

長

主
任

一
般

職
員

　　
　　
〔
刑

務
所
〕
　

専
門

職

一
般

職
員

　　
　　
〔
少

年
院
〕
　

専
門

職

一
般

職
員

　　
　　
　〔
少
年
鑑
別
所
〕
　

専
門

職

一
般

職
員

行
政
職
俸
給
表（
二
）
 

　
　
　
〔
矯
正
研
修
所
〕
　

技
能
労
務
職
員

　　
　　
〔
刑

務
所
〕
　

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

22 2 5 1 1 12 1 14 1 3 10 20
8

12
2 86 20 18 2 10 9 1 88 1

1
1
　
級
1
0
　
級
9

級 1 1 1 1

8
級
7

級
6

級 7 1 6

5
級 7 1 6 －

4
級 2 2 9

3
級 4 3 1 3 3 76 76 13 13 7 7 76 1

2
級 1 1 9 9

13
2 46 86 7 5 2 3 2 1 3

1
級 1 1 －

俸
給
額
（
千
円
）

31
2,
07
3

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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技
能
労
務
職
員

　　
　　
〔
少

年
院
〕
　

技
能
労
務
職
員

　　
　　
　〔
少
年
鑑
別
所
〕
　

技
能
労
務
職
員

公
安
職
俸
給
表（
一
）
 

　
　
　
〔
矯
正
研
修
所
〕
　

支
所

教
頭

同
教

官

　
　
　
　
〔
矯
正
管
区
〕
　

部
長

課
長

係
長

調
査

官

矯
正

専
門

職

一
般

職
員

　　
　　
〔
刑

務
所
〕
　

所
長

部
長

課
長

支
所

長

支
所

次
長

同
課

長

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

55 23 9

外
　
　
　
　
　
　
　
50

内
　
　
　
　
　
　
  5
83

18
,1
24 24 8 16

内
　
　
　
　
　
　
　
  5 16
6 24 48 27 13 40

内
　
　
　
　
　
　
　
  5 14

外
　
　
　
　
　
　
　
50

内
　
　
　
　
　
　
  5
78

17
,9
34 73 19
0

22
7

11
1 10 32

1
1
　
級 1 1 1

1
0
　
級 36 13 13 23 23

9
級 71 11 11 60 35 25

8
級 11
0 8 8 13 13 89 14 60 11

7
級 44
8 43 34 9

40
5

10
5 82 28 10

6
級 42
3 7 7 24 1 4 19 39
2

10
8 39 2

5
級 50
1 2 2 24 12 12 47
5 37 33 14

4
級 7 1 1

1,
93
2 7 7 24 15 9

1,
90
1 16

3
級 45 22 8

内
　
  4
8

3,
47
3

内
　
  4
8

3,
47
3

2
級 3

内
　
25
5

8,
11
6 9 9

内
   
 2
55

8,
10
7

1
級

外
　
  5
0

内
　
28
0

3,
01
3

内
　
　
5 5

内
　
　
5 5

外
　
  5
0

内
　
27
5

3,
00
8

俸
給
額
（
千
円
）

66
,7
50
,8
78

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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課
長

補
佐

係
長

調
査

官

首
席
矯
正
処
遇
官

次
席
矯
正
処
遇
官

統
括
矯
正
処
遇
官

矯
正

処
遇

官

専
門

官

一
般

職
員

公
安
職
俸
給
表（
二
）

　　
　　
〔
少

年
院
〕
　

院
長

分
院

長

次
長

課
長

課
長

補
佐

係
長

調
査

官

首
席

専
門

官

統
括

専
門

官

専
門

官

一
般

職
員

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

28

内
　
　
   
   
   
   
   
  　
8

40
3 10 19
7 10 62
9

内
　
   
   
   
   
   
  　
27
2

9,
66
1

内
　
　
　
　
　
　
　
23 86
4

外
　
　
　
　
　
　
　
50

内
　
   
   
   
   
   
  　
27
5

5,
48
9

外
　
　
　
　
　
　
　
18

内
　
　
　
　
　
　
　
55

3,
50
9

外
　
　
　
　
　
　
　
13

内
　
　
　
　
　
　
　
34

2,
34
7 47 1 51 51 22 15
2 8 53 13
7

内
　
　
　
　
　
　
　
34

1,
68
4

外
　
　
　
　
　
　
　
13 14
1

1
1
　
級
1
0
　
級 －

9
級 22 11 11

8
級 4 43 23 20 3

7
級 10 15
1 10 1 8 62 30 16 1 10 3

6
級 42 11
4 87 20
7

12
5 38 17 8 48 14

5
級 2

20
8

18
1

20
2

11
5 29 1 2 83

4
級 26 31
5

30
6

90
1

33
7

76
3

56
6 5 11 40 51
0

3
級

内
  　
  8 88

内
   
   
17

3,
13
4

内
   
   
23 25
1

1,
20
2

84
7 10 12
2

71
5

2
級

内
　
25
5

5,
62
6

2,
48
1

内
   
   
55 83
2

内
   
   
34 49
2 30

内
　
  3
4

45
9 3

1
級

外
　
  5
0

内
   
 2
75

3,
00
8

外
　
  1
8

17
6

外
　
  1
3

13
8

外
   
   
13 13
8

俸
給
額
（
千
円
）

14
,0
44
,0
76

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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〔
少
年
鑑
別
所
〕
　

　
所

長

次
長

課
長

課
長

補
佐

分
所

長

分
所

課
長

係
長

首
席

専
門

官

統
括

専
門

官

専
門

官

一
般

職
員

　　
　　
〔
婦
人
補
導
院
〕
　

院
長

課
長

医
療
職
俸
給
表（
一
）

　　
〔
刑

務
所
〕
　

所
長

医
務

部
長

医
務

課
長

支
所
医
務
課
長

医
師

　　
〔
少

年
院
〕
　

院
長

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

外
　
　
　
　
　
　
　
5

内
　
　
　
　
　
　
　
21

1,
16
0 51 18 51 3 1 1 75 52 12
3

内
　
　
　
　
　
　
　
21 74
5

外
　
　
　
　
　
　
　
5 40 2 1 1

33
2

22
6 4 22 10
4 15 81 75 4

1
1
　
級
1
0
　
級
9

級 11 11

8
級 20 18 2

7
級 31 22 6 1 2 1 1

6
級 81 10 10 47 14 1 1

5
級 87 18 3 64 2 －

4
級 19
7 23 2 1 45 12
6 20 16 4 12 4 4

3
級 35
5 1 69 28
5

10
8 64 10 54 33

2
級

内
 　
 2
1

34
0 6

内
   
   
21 33
2 2

15
2

10
7 50 11 46 32

1
級

外
　
   
 5

  3
8

外
　
   
 5
  3
8 52 39 4 35 6

俸
給
額
（
千
円
）

1,
63
5,
46
7

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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医
務

課
長

医
師

　　
　　
〔
少
年
鑑
別
所
〕
　

医
務

課
長

分
所
医
務
課
長

医
師

医
療
職
俸
給
表（
二
）

　　
　　
〔
刑

務
所
〕
　

薬
剤

師

栄
養

士

診
療
エ
ッ
ク
ス
線
技
師

衛
生
検
査
技
師

　　
　　
〔
少

年
院
〕
　

薬
剤

師

医
療
職
俸
給
表（
三
）

　　
　　
〔
刑

務
所
〕
　

総
看

護
師

長

看
護

師
長

看
護

師

　　
　　
〔
少

年
院
〕
　

看
護

師
長

看
護

師

　　
　　
〔
少
年
鑑
別
所
〕
　

看
護

師

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

51 20 31 17 1 13

内
　
　
　
　
　
　
11 11
5

内
　
　
　
　
　
　
11 10
8

内
　
　
　
　
　
　
10

　
   
   
   
   
   
  　
53 18

内
　
　
　
　
　
　
　
1 21 16 7

内
　
　
　
　
　
　
14 29
4

内
　
　
　
　
　
　
14 28
0 2 38

内
　
　
　
　
　
　
14 24
0 12 2 10 2

1
1
　
級
1
0
　
級
9

級
8

級 －

7
級 － －

6
級 － －

5
級 20 18 18 2 1 1 1

4
級 4 3 2 1 1 3 3 1 2

3
級 33 11 11 58 54 15 12 15 12 4 38 36 36 2 2

2
級 18 14 13 6 1 6

内
  　
10 32

内
  　
10 32

内
  　
10 18 6 5 3

内
　
  1
4

25
2

内
　
  1
4

24
0

内
　
  1
4

24
0 10 10 2

1
級 6 7 7

内
　
　
1 1

内
　
　
1 1

内
　
　
1 1 －

俸
給
額
（
千
円
）

39
7,
41
5

1,
06
0,
59
3

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳
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〔　
　　

　　
　　

〕

〔　
　　

　　
　　

〕

指
定
職
俸
給
表
　

　
　
　
地
方
更
生
保
護
委
員

　
　
　
会

委
員

長

行
政
職
俸
給
表（
一
）

　
　
　
地
方
更
生
保
護
委
員

　
　
　
会

委
員

長

委
員

事
務

局
長

事
務

局
次

長

課
長

課
長

補
佐

係
長

首
席

審
査

官

統
括

審
査

官

更
生
保
護
調
査
官

保
護

観
察

官

主
任

一
般

職
員

　
〔
保
護
観
察
所
〕
　

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

（
2）

外
　
　
　
4（
6
箇
月
）

内
　　
　
77
（
6
箇
月
）

1,
55
7

（
2） 3

外
　
　
　
　
　
　
　
4

内
　
　
　
　
　
　
　
77

1,
54
2

24
5 5 48 8 1 9 12 25 1 17 8

10
4 1 6

外
　
　
　
　
　
　
 　
4

内
　
　
　
　
　
　
　
77

1,
29
7

1
1
　
級
1
0
　
級 2 2 2

9
級 20 12 3 8 1 8

8
級 30 22 15 6 1 8

7
級 67 27 25 1 1 40

6
級 15
5 32 8 1 15 8

12
3

5
級 20
0 29 7 2 20 17
1

4
級 30
4 49 5 9 35 25
5

3
級

内
  　
14 43
1 49 7 42

内
  　
14 38
2

2
級

内
  　
63 31
9 19 9 7 1 2

内
  　
63 30
0

1
級

外
  　
  4 14 4 4

外
   
 　
4 10

俸
給
額
（
千
円
）

6,
03
1,
72
6

28
,2
24

5,
96
5,
71
6

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳

更
生
保
護
官
署
　
　

　
更
生
保
護
官
署
共
通
費
　

　
一

般
職
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〔　
　　

　　
　　

〕

　
所

長

次
長

課
長

課
長

補
佐

係
長

支
部

長

首
席
保
護
観
察
官

統
括
保
護
観
察
官

保
護

観
察

官

主
任

首
席
社
会
復
帰
調
整
官

統
括
社
会
復
帰
調
整
官

社
会
復
帰
調
整
官

一
般

職
員

行
政
職
俸
給
表（
二
）

　　
　　
　　
地
方
更
生
保
護
委
員

　
　
　
会
　

技
能
労
務
職
員

　　
〔
保
護
観
察
所
〕
　

技
能
労
務
職
員

指
定
職
俸
給
表

法
務

局
長

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

50 4 50 2 63 3 8

12
2

内
　
   
   
   
   
   
  　
63 88
1 6 2 1

内
　
   
   
   
   
   
  　
14 95

外
　
   
   
   
   
   
  　
4 10 12 7 5

（
20
）

内
   
   
   
  1
3（
6
箇
月
）

1,
64
4

（
7） 7

1
1
　
級
1
0
　
級
9

級 8

8
級 7 1

7
級 35 3 2

6
級 50 1 8 63 1

5
級 1 53 11
6 1 －

4
級 1 24 6

19
9 1 24 －

3
級 39 26
8 5

内
 　
 1
4 70 12 7 5

2
級

内
 　
 6
3

29
8 1 1 －

1
級

 

外
 　
   
4
 1
0 －

俸
給
額
（
千
円
）

37
,7
86

7,
20
2,
74
8

68
,5
68

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳

法
務

局

　
法
務
局
共
通
費
　

　
一

般
職
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行
政
職
俸
給
表（
一
）

法
務

局
長

部
長

部
次

長

民
事
行
政
調
査
官

課
長

課
長

補
佐

地
方
法
務
局
長

地
方
法
務
局
次
長

同
課

長

支
局

課
長

支
局

長
補

佐

係
長

主
任

訟
務

管
理

官

上
席

訟
務

官

訟
務

官

人
権
擁
護
専
門
官

戸
籍
国
籍
相
談
官

供
託

専
門

職

一
般

職
員

行
政
職
俸
給
表（
二
）

技
能
労
務
職
員

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

（
13
）

内
   
　
　
　
　
   
   
   
13

1,
55
9

（
1） 1
（
8） 26 1 8 71 5 42 42 21
2 93 61

内
　
　
　
　
　
　
　
6
33
4 63 8

（
4） 12
2

内
　
　
　
　
　
　
　
7
25
8 11 16 14
5 40 78

1
1
　
級
1
0
　
級 －

9
級

（
1） 18

（
1） 1 10 7

8
級 39 7 1 31

7
級

（
8） 48

（
8） 9 2 4 33

6
級 31
1 8 59 9

15
5 8 72

5
級

（
4） 19
0 10 2 56 78

（
4） 41 3 1

4
級 35
7 3 1 15 59 14
2 9

11
8 8 2 22

3
級

内
　
13 48
1 2

内
   
　
 6
19
1 43

内
   
　
 7
14
0 14 91 45

2
級 78 1 20 54 3 10

1
級 37 37 －

俸
給
額
（
千
円
）

6,
89
1,
87
0

24
2,
31
0

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳

地
方
入
国
管
理
官
署
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指
定
職
俸
給
表

　
〔
地
方
入
国
管
理
局
〕
　

局
長

行
政
職
俸
給
表（
一
）

　
〔
地
方
入
国
管
理
局
〕
　

局
長

次
長

課
長

室
長

支
局

長

支
局

次
長

同
課

長

課
長

補
佐

係
長

審
査

監
理

官

首
席

審
査

官

統
括

審
査

官

入
国

審
査

官

一
般

職
員

　
〔
入
国
者
収
容
所
〕
　

所
長

次
長

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

内
　
　
19
9（
6
箇
月
）

3,
43
9 2

内
　
　
　
　
　
　
12
7

1,
86
5

内
　
　
　
　
　
　
12
7

1,
84
0 6 10 14 5 6 6 6 27 52 5 61 20
2

内
　
　
　
　
　
　
12
7

1,
43
0 10 25 3 3

1
1
　
級
1
0
　
級 2 2 2

9
級 11 8 4 1 3 3 3

8
級 14 12 8 2 2 2 2

7
級 20 19 1 5 1 3 5 4 1 1

6
級 78 74 9 1 6 57 1 4

5
級 10
4

10
1 5 16 80 3

4
級

内
   
   
10 36
1

内
   
   
10 35
4 11 29 12
1

内
   
   
10 19
3 7

3
級 65
2

65
0 23 62
7 2

2
級

内
   
 1
17 61
1

内
   
 1
17 61
0

内
   
 1
17 61
0 1

1
級 12 10 10 2

俸
給
額
（
千
円
）

11
,1
06
,5
79

19
,5
24

6,
21
5,
56
8

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳

　
　
地
方
入
国
管
理
官
署
共

　
　
通
費
　

一
般

職
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課
長

課
長

補
佐

係
長

一
般

職
員

公
安
職
俸
給
表
（
一
）

　　
　　
〔
地
方
入
国
管
理
局
〕

警
備

監
理

官

首
席
入
国
警
備
官

統
括
入
国
警
備
官

入
国
警
備
専
門
官

一
般

職
員

船
員

〔
入
国
者
収
容
所
〕
　

首
席
入
国
警
備
官

統
括
入
国
警
備
官

入
国
警
備
専
門
官

一
般

職
員

医
療
職
俸
給
表
（
一
）

〔
入
国
者
収
容
所
〕
　

室
長

医
師

医
療
職
俸
給
表
（
二
）

〔
入
国
者
収
容
所
〕
　

薬
　
　
　
　
剤
　
　
　
　
師

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

6 1 9 3
内
　
　
　
　
　
　
72

1,
56
4

内
　
　
　
　
　
　
72

1,
32
8 4 30 90

内
　
　
　
　
　
　
　
33 77
8

内
　
　
　
　
　
　
　
39

　
　
　
　
　
42
0 6

23
6 6 17 11
0

10
3 3 1 2 1

1
1
　
級
1
0
　
級
9

級
8

級
7

級
6

級
5

級
4

級
3

級
2

級
1

級
俸
給
額
（
千
円
）

予
算
定
員
（
人
）

級
別

内
訳

－
－

2 2 2

14 12 12 2 2 －

2 1 47 37 37 10 10 － －

7

内
　
　
2
20
2

内
　
　
2
16
9 42

内
　
　
2
12
7 33 3 30 － －

2

内
　
　
2
33
4

内
　
　
2
29
5

内
　
　
2
28
9 6 39 39 1 1 1

1
内
　　
29 48
1

内
　　
29 42
5

内
　　
29 36
2 63 56 41 15 2 2 －

2
内
　　
39 44
5

内
　　
39 35
7

内
　　
29 35
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公
安
審
査
委
員
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組
織
・
項
等
の
区
分

公
安
審
査
委
員
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一
般

職
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調
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庁
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安
調
査
庁
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一
般

職

適
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を
受
け
る
俸
給
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及
び
職
名
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調
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局
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修

所
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公
安
調
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局
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長
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表

予
算
定
員
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収
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－
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円
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級
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級
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級
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級

1
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同
首
席
調
査
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同
統
括
調
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調
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官

同
専

門
職

公
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調
査
事
務
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同
管
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公
安
調
査
局
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長

公
安
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俸
給
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）

行
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俸
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公
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調
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事
務
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任
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調
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係
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専
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職

研
修

所
員

技
能
労
務
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一
般

職
員

統
括

調
査

官

調
査

官

調
整

官

課
長

補
佐

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

予
算

定
員
（
人
）

級
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
内
　
　
　
　
　
訳

俸
給
額
（
千
円
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11
　
級
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級

9
　
級

8
　
級
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級
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級

5
　
級
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級

3
　
級

2
　
級

1
　
級
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（
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内
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（
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（
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内
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3

－
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（
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（
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（
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（
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（
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（
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1
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2
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9 76 1
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4
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8
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9 31 17
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－

内
　
34 13
9 25

内
　
34 11
4
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公
安
調
査
事
務
所
首
席
調
査

官 同
調

査
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同
統

括
調
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公
安
調
査
事
務
所
専
門
職

組
織
・
項
等
の
区
分

適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

予
算

定
員
（
人
）

級
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
内
　
　
　
　
　
訳

俸
給
額
（
千
円
）

11
　
級

10
　
級

9
　
級

8
　
級

7
　
級

6
　
級

5
　
級

4
　
級

3
　
級

2
　
級

1
　
級

23
18

5

（
備
考
）
　１
（
　
）の
数
字
は
、
検
事
を
も
っ
て
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
人
員
で
内
数
で
あ
る
。

　
　
　
　
２
　
こ
の
予
算
定
員
及
び
俸
給
額
表
の
予
算
定
員
及
び
俸
給
額
に
は
、
「
一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採
用
及
び
給
与
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」
第
７
条
第
１
項
の
俸
給
表
を
適
用
す
る
特
定
任
期
付
職
員
及
び
「
一
般
職
の
任

　
　
　
　
　
　
期
付
研
究
員
の
採
用
、
給
与
及
び
勤
務
時
間
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」
第
６
条
第
１
項
又
は
第
２
項
の
俸
給
表
を
適
用
す
る
任
期
付
研
究
員
が
含
ま
れ
る
。

　
　
　
　
３
　
こ
の
予
算
定
員
及
び
俸
給
額
表
の
職
名
は
、
必
要
に
応
じ
て
代
表
的
な
職
名
又
は
包
括
的
な
職
名
を
記
載
し
て
い
る
。
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鉤　法務省主管　平成21年度歳入予算額表

部  ・  款  ・  項  ・  目 平成21年度予算額 前年度予算額 比較増△減額
（千円） （千円） （千円）

  雑　収　入 81,773,121 92,919,356 △ 11,146,235

     国有財産利用収入 664,243 712,134 △ 47,891

667,74△538,117960,466入収付貸産財有国        

611,92△045,671424,741料付貸面水及地土 　        

341,31515,76856,08料付貸件物及物建           

397,13△087,764789,534料付貸舎宿員務公           

        利子収入

521△992471入収子利納延 　        

     諸　収　入 81,108,878 92,207,222 △ 11,098,344

        許可及手数料

583,5△709,01225,5料数手 　　　　　

449,811,21△085,595,28636,674,07金収没及罰懲        

162,51△341,010,1288,499金収没           

693,310,21△053,780,08459,370,86料科及金罰           

782,09△780,894,1008,704,1料過           

151,3△579,771,1428,471,1金納返及償弁        

053,68△400,608456,917金約違及償弁           

991,38179,173071,554金納返           

        物品売払収入

016,51997,07904,68代払売品物用不           

338,532△445,728,5117,195,5入収業作署官正矯        

315,532△100,218,5884,675,5入収業作所務刑           

           少年院職業補導収入 15,223 15,543 △ 320

953,942,1714,425,2677,377,3入雑        

           労働保険料被保険者負担金 12,478 8,155 4,323

           小切手支払未済金収入 36,784 37,480 △ 696

94△935,1094,1金滞延           

291,481,1501,752,2792,144,3入収後満期           

985,16831,022727,182収雑           

法 務 省 主 管 合 計 81,773,121 92,919,356 △ 11,146,235

(イ) 　法務省主管　　平成21年度歳入予算額表
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鉈　法務省所管　平成21年度歳出予算項目別表
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イ
　
登
記
特
別
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平
成
21
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度
政
府
職
員
予
算
定
員
及
び
俸
給
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特
　
別
　
会
　
計
　
総
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受
け
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俸
給
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５
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２
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６
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５
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２
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政
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3（
６
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8
33
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総
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管
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適
用
を
受
け
る
俸
給
表
及
び
職
名

統
括

登
記

官

登
記

官

次
席

登
記

官

登
記
情
報
シ
ス
テ
ム
管
理
官

電
子

認
証

管
理

官

登
記

専
門

職

表
示

登
記

専
門

官

民
事

専
門

官

一
般

職
員

2,7
5979
412 1 50 58 93

監
査

専
門

官

3,6
77

45
9 2 42

2,4
37

1,2
40

42
42

内
 

31
 

38
3

2,0
343 39 51

　
　
　
　
　
　
内
 

31
 

21
6

26
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1 40 9
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予
算

定
員
（
人
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級
　
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
　
　
内
　
　
　
　
　
　
　
訳

俸
給
額
（
千
円
）

11
　
級
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級

９
　
級
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級

７
　
級

６
　
級

５
　
級

４
　
級

３
　
級

２
　
級

１
　
級

（
備
考
）
　１

（
　
）の
数
字
は
、
検
事
を
も
っ
て
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
人
員
で
内
数
で
あ
る
。

　
　
　
　
２
　
こ
の
予
算
定
員
及
び
俸
給
額
表
の
予
算
定
員
及
び
俸
給
額
に
は
、
「
一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採
用
及
び
給
与
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」
第
７
条
第
１
項
の
俸
給
表
を
適
用
す
る
特
定
任
期
付
職
員
が
含
ま
れ
る
。

　
　
　
　
３
　
こ
の
予
算
定
員
及
び
俸
給
額
表
の
職
名
は
、
必
要
に
応
じ
て
代
表
的
な
職
名
又
は
包
括
的
な
職
名
を
記
載
し
て
い
る
。
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鉤　平成21年度　歳入歳出予算額科目別表
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２
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３　平成20年公布法務省主管法律題名等一覧３ 平成20年公布法務省主管法律題名等一覧

法 律 名 公布月日 施行年月日 参照ページ
法 律

番 号

１ 裁判所職員定員法の一部を 4.11 11 平成20年4月1日

改正する法律

２ 犯罪被害者等の権利利益の 4.23 19 犯罪被害者等の権

保護を図るための刑事手続に 利利益の保護を図

付随する措置に関する法律及 るための刑事訴訟

び総合法律支援法の一部を改 法等の一部を改正

91成平（律法るす律法るす正

年法律第95号）の

施行の日（平成20

年12月1日）

算起らか日の布公656.6法険保３

して二年を超えな

い範囲内において

政令で定める日

４ 保険法の施行に伴う関係法 6. 6 57 公布の日から起算

なえ超を年二てし律法るす関に備整の律

い範囲内において

政令で定める日

５ 少年法の一部を改正する法 6.18 71

律

７ 国籍法の一部を改正する法 12.12 88 公布の日から起算

過経を日十二てし律

した日（平成21年

1月1日）

一部の規定を除き，

公布の日から起算

して六月を超えな

い範囲において政

令で定める日（平

成20年12月15日）

６ 性同一性障害の性別の取扱 6.18 70 公布の日から起算

いの特例に関する法律の一部 して六月を経過し

21年02成平（日た律法るす正改を

月18日）

33,34,158,

160,186,517

4,14,34,158,

160,186,210,

224,517

3,34,192,

194,209,517

34,194,209,

517

34,210,224,

517

33,34,517

4,35,192,
194,525
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４　平成20年公布法務省主管政令題名等一覧
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政 令 名 公布月日
政 令

施行年月日 参照ページ
番 号

20 債権管理回収業に関する特 10.29 330 平成20年11月１日

別措置法施行令の一部を改正

する政令

21 少年法の一部を改正する法 10.31 335 公布の日

律の施行期日を定める政令

22 電子記録債権法の施行期日 11. 6 341 公布の日

を定める政令

―471―

195
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５　平成20年公布法務省令題名等一覧

―471―

５ 平成20年公布法務省令題名等一覧

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

1 不動産登記規則の一部を改正する省令 1.11 平成20年1月15日

2 昭和八年司法省令第三十八号の一部を改正 1.21 平成20年1月21日

する省令

3 供託規則の一部を改正する省令 1.23 平成20年2月25日

4 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 2. 4 平成20年2月12日

置規則等の一部を改正する省令 一部は

2月25日

5 昭和八年司法省令第三十八号の一部を改正 2. 8 平成20年2月15日

する省令

6 昭和八年司法省令第三十八号の一部を改正 2.12 公布の日

する省令

7 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 2.26 平成20年3月3日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正

する省令

8 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 2.26 平成20年3月17日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正 一部は

日12月3令省るす

9 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 2.26 平成20年3月24日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正 一部は

日13月3令省るす

10 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 3. 7 公布の日

置規則及び人権擁護委員協議会、人権擁護 一部は

委員連合会及び全国人権擁護委員連合会組 平成20年3月10日

織規程の一部を改正する省令 平成20年4月28日

11 更生保護委託費支弁基準の一部を改正する 3.12 公布の日

は部一令省

平成19年4月1日

平成19年10月1日

12 会社法施行規則及び会社計算規則の一部を 3.19 平成20年4月1日

改正する省令

13 出入国管理及び難民認定法施行規則の一部 3.31 平成20年10月1日

を改正する省令

14 地方入国管理局組織規則の一部を改正する 3.31 平成20年4月1日

省令

―472―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

15 刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則 3.31 平成20年4月1日

の一部を改正する省令

16 刑務所、少年刑務所及び拘置所組織規則の 3.31 平成20年4月1日

は部一令省るす正改を部一

平成20年10月1日

17 少年院及び少年鑑別所組織規則の一部を改 3.31 平成20年4月1日

正する省令

18 矯正管区組織規則の一部を改正する省令 3.31 平成20年4月1日

19 法務局及び地方法務局組織規則の一部を改 3.31 平成20年4月1日

正する省令

20 公安調査庁組織規則の一部を改正する省令 3.31 平成20年4月1日

21 法務省組織規則の一部を改正する省令 3.31 平成20年4月1日

22 独立行政法人緑資源機構法による不動産登 3.31 平成20年4月1日

記の手続きに関する省令を廃止する省令

23 戸籍法施行規則の一部を改正する省令 3.31 平成20年4月1日

24 保護司実費弁償金支給規則の一部を改正す 4. 1 公布の日

る省令

25 警察拘禁費用償還規則の一部を改正する省 4. 1 公布の日

令

26 法務省定員規則の一部を改正する省令 4. 1 平成20年4月1日

27 戸籍法施行規則の一部を改正する省令 4. 7

28 犯罪をした者及び非行のある少年に対する 4.23

社会内における処遇に関する規則

29 保護司会及び保護司会連合会に関する規則 4.23

の一部を改正する省令

30 更生保護事業法施行規則の一部を改正する 4.23
省令

31 更生保護施設における処遇の基準等に関す 4.23

る規則の一部を改正する省令

戸籍法の一部を改

正する法律（平成

一九年法律第三十

五号）の施行の日

（平成20年5月1日）

法の施行の日（平

成20年6月1日）

更生保護法（平成

一九年法律第八十

八号）の施行の日

（平成20年6月1日）

更生保護法の施行

の日（平成20年6月

1日）

更生保護法の施行

の日（平成20年6月

1日）

195

196

251

197

299,301

14
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５ 平成20年公布法務省令題名等一覧

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

1 不動産登記規則の一部を改正する省令 1.11 平成20年1月15日

2 昭和八年司法省令第三十八号の一部を改正 1.21 平成20年1月21日

する省令

3 供託規則の一部を改正する省令 1.23 平成20年2月25日

4 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 2. 4 平成20年2月12日

置規則等の一部を改正する省令 一部は

2月25日

5 昭和八年司法省令第三十八号の一部を改正 2. 8 平成20年2月15日

する省令

6 昭和八年司法省令第三十八号の一部を改正 2.12 公布の日

する省令

7 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 2.26 平成20年3月3日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正

する省令

8 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 2.26 平成20年3月17日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正 一部は

日12月3令省るす

9 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 2.26 平成20年3月24日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正 一部は

日13月3令省るす

10 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 3. 7 公布の日

置規則及び人権擁護委員協議会、人権擁護 一部は

委員連合会及び全国人権擁護委員連合会組 平成20年3月10日

織規程の一部を改正する省令 平成20年4月28日

11 更生保護委託費支弁基準の一部を改正する 3.12 公布の日

は部一令省

平成19年4月1日

平成19年10月1日

12 会社法施行規則及び会社計算規則の一部を 3.19 平成20年4月1日

改正する省令

13 出入国管理及び難民認定法施行規則の一部 3.31 平成20年10月1日

を改正する省令

14 地方入国管理局組織規則の一部を改正する 3.31 平成20年4月1日

省令

―472―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

15 刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則 3.31 平成20年4月1日

の一部を改正する省令

16 刑務所、少年刑務所及び拘置所組織規則の 3.31 平成20年4月1日

は部一令省るす正改を部一

平成20年10月1日

17 少年院及び少年鑑別所組織規則の一部を改 3.31 平成20年4月1日

正する省令

18 矯正管区組織規則の一部を改正する省令 3.31 平成20年4月1日

19 法務局及び地方法務局組織規則の一部を改 3.31 平成20年4月1日

正する省令

20 公安調査庁組織規則の一部を改正する省令 3.31 平成20年4月1日

21 法務省組織規則の一部を改正する省令 3.31 平成20年4月1日

22 独立行政法人緑資源機構法による不動産登 3.31 平成20年4月1日

記の手続きに関する省令を廃止する省令

23 戸籍法施行規則の一部を改正する省令 3.31 平成20年4月1日

24 保護司実費弁償金支給規則の一部を改正す 4. 1 公布の日

る省令

25 警察拘禁費用償還規則の一部を改正する省 4. 1 公布の日

令

26 法務省定員規則の一部を改正する省令 4. 1 平成20年4月1日

27 戸籍法施行規則の一部を改正する省令 4. 7

28 犯罪をした者及び非行のある少年に対する 4.23

社会内における処遇に関する規則

29 保護司会及び保護司会連合会に関する規則 4.23

の一部を改正する省令

30 更生保護事業法施行規則の一部を改正する 4.23
省令

31 更生保護施設における処遇の基準等に関す 4.23

る規則の一部を改正する省令

戸籍法の一部を改

正する法律（平成

十九年法律第三十

五号）の施行の日

（平成20年5月1日）

法の施行の日（平

成20年6月1日）

更生保護法（平成

十九年法律第八十

八号）の施行の日

（平成20年6月1日）

更生保護法の施行

の日（平成20年6月

1日）

更生保護法の施行

の日（平成20年6月

1日）

247

14,247

14,247

247

247

49

195

9,260

14

14

14

195
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省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

35 法務省組織規則の一部を改正する省令 5.19 公布の日

一部は

更生保護法の施行の

日（平成20年6月1日)

更生保護法の施行の

日（平成20年6月1日)

更生保護法の施行の

日（平成20年6月1日)

36 地方更生保護委員会事務局組織規則 5.19 更生保護法の施行の

日(平成20年6月1日)

37 保護観察所組織規則の一部を改正する省令 5.19 更生保護法の施行の

日(平成20年6月1日)

38 出入国管理及び難民認定法施行規則の一部 5.26 経済上の連携に関

ンイと国本日るす令省るす正改を

ドネシア共和国と

の間の協定の効力

発生の日

39 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 5.29 公布の日

置規則等の一部を改正する省令 一部は

①平成20年6月9日

公布の日

公布の日

②平成20年6月16日

③平成20年7月1日

④平成20年7月14日

⑤平成20年7月22日

40 少年鑑別所処遇規則等の一部を改正する省 5.30

令

41 更生保護委託費支弁基準 5.30 更生保護法の施行の

日(平成20年6月1日)

42 保護司実費弁償金支給規則の一部を改正す 5.30

令省る

43 出入国管理及び難民認定法施行規則等の一 6.18 空港整備法及び航

正改を部一の法空令省るす正改を部

する法律（平成二

十年法律第七十五

―474―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

号）の施行の日

一部は

①空港整備法及び

航空法の一部を改正

する法律の施行に伴

う関係政令の整備

等に関する政令(平

成二十年政令第百

九十七号)の施行の

日

③平成20年4月14日

②公布の日

44 供託規則の一部を改正する省令 7. 7 株式等の取引に係

る決裁の合理化を

図るための社債等

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律（平成十六

年法律第八十八号）

の施行の日

45 登記事務委任規則の一部を改正する省令 7.16 平成20年7月22日

一部は

平成20年8月25日

46 不動産登記規則等の一部を改正する省令 7.22 平成20年7月22日

47 人権擁護委員協議会、人権擁護委員連合会 7.24 公布の日

及び全国人権擁護委員連合会組織規程の一

部を改正する省令

48 一般社団法人等登記規則 8. 1 一般社団法人及び

一般財団法人に関

する法律（平成十八

年法律第四十八号）

の施行の日

(平成20年12月1日)

平成20年5月7日法務局及び地方法務局の支局及び出張所設

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正

する省令

動産・債権譲渡登記規則の一部を改正する

省令

更生保護委託費支弁基準の一部を改正する

省令

4.30

5. 1

5.15

32

33

34

247

251

197

195

196
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省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

35 法務省組織規則の一部を改正する省令 5.19 公布の日

一部は

更生保護法の施行の

日（平成20年6月1日)

更生保護法の施行の

日（平成20年6月1日)

更生保護法の施行の

日（平成20年6月1日)

36 地方更生保護委員会事務局組織規則 5.19 更生保護法の施行の

日(平成20年6月1日)

37 保護観察所組織規則の一部を改正する省令 5.19 更生保護法の施行の

日(平成20年6月1日)

38 出入国管理及び難民認定法施行規則の一部 5.26 経済上の連携に関

ンイと国本日るす令省るす正改を

ドネシア共和国と

の間の協定の効力

発生の日

39 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 5.29 公布の日

置規則等の一部を改正する省令 一部は

①平成20年6月9日

公布の日

公布の日

②平成20年6月16日

③平成20年7月1日

④平成20年7月14日

⑤平成20年7月22日

40 少年鑑別所処遇規則等の一部を改正する省 5.30

令

41 更生保護委託費支弁基準 5.30 更生保護法の施行の

日(平成20年6月1日)

42 保護司実費弁償金支給規則の一部を改正す 5.30

令省る

43 出入国管理及び難民認定法施行規則等の一 6.18 空港整備法及び航

正改を部一の法空令省るす正改を部

する法律（平成二

十年法律第七十五

―474―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

号）の施行の日

一部は

①空港整備法及び

航空法の一部を改正

する法律の施行に伴

う関係政令の整備

等に関する政令(平

成二十年政令第百

九十七号)の施行の

日

③平成20年4月14日

②公布の日

44 供託規則の一部を改正する省令 7. 7 株式等の取引に係

る決裁の合理化を

図るための社債等

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律（平成十六

年法律第八十八号）

の施行の日

45 登記事務委任規則の一部を改正する省令 7.16 平成20年7月22日

一部は

平成20年8月25日

46 不動産登記規則等の一部を改正する省令 7.22 平成20年7月22日

47 人権擁護委員協議会、人権擁護委員連合会 7.24 公布の日

及び全国人権擁護委員連合会組織規程の一

部を改正する省令

48 一般社団法人等登記規則 8. 1 一般社団法人及び

一般財団法人に関

する法律（平成十八

年法律第四十八号）

の施行の日

(平成20年12月1日)

平成20年5月7日法務局及び地方法務局の支局及び出張所設

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正

する省令

動産・債権譲渡登記規則の一部を改正する

省令

更生保護委託費支弁基準の一部を改正する

省令

4.30

5. 1

5.15

32

33

34

247

251

197

195

196
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省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

51 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 9. 9 公布の日

置規則等の一部を改正する省令 一部は

①平成20年9月16日

②平成20年10月14日

③平成20年10月27日

52 商業登記規則及び一般社団法人等登記規則 9.25 平成20年10月1日

の一部を改正する省令

53 会社法施行規則の一部を改正する省令 9.29 株式会社商工組合

中央金庫法（平成

十九年法律第七十

四号）の施行の日

54 弁護士となる資格に係る認定の手続き等に 9.29 平成20年10月1日

関する規則の一部を改正する省令

55 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 9.30 公布の日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正

する省令 ①平成20年10月6日

②平成20年10月14日

③平成20年11月25日

56 更生保護委託費支弁基準の一部を改正する 9.30 平成20年10月1日

省令

57 昭和八年司法省令第三十八号の一部を改正 10.20 公布の日

令省るす

58 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 10.28 平成20年11月1日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正

する省令 平成20年12月8日

59 債権管理回収業に関する特別措置法施行規 10.29 平成20年11月1日

則の一部を改正する省令

60 出入国管理及び難民認定法施行規則の一部 10.31 経済上の連携に関

ィフと国本日るす令省るす正改を
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62 不動産登記規則等の一部を改正する省令 11.25 公布の日

63 法務大臣の所管に属する公益法人の設立及 11.27 一般社団法人及び

び監督に関する規則を廃止する省令 一般財団法人に関

する法律及び公益

社団法人及び公益

財団法人の認定等

に関する法律の施

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律（平成十八年

法律第五十号）の

施行の日（平成20

年12月1日）

64 法務省の所管する法令の規定に基づく行政 11.28 一般社団法人及び

手続等における情報通信の技術の利用に関 一般財団法人に関

する規則及び法務省の所管する法令の規定 する法律及び公益

に基づく民間事業者等が行う書面の保存等 社団法人及び公益

における情報通信の技術の利用に関する規 財団法人の認定等

施の律法るす関に令省るす正改を部一の則

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律の施行の日（平

成20年12月1日）

65 更生保護事業法施行規則の一部を改正する 11.28 一般社団法人及び

関に人法団財般一令省

する法律及び公益

社団法人及び公益

一部は

一部は

49 一般社団法人及び一般財団法人に関する法 8. 1 整備法の施行の日

律及び公益社団法人及び公益財団法人の認 (平成20年12月1日)

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律の施行に伴う関係省令

の整備及び経過措置に関する省令

50 出入国管理及び難民認定法施行の一部を改 8.29 平成20年10月1日

正する省令

リピン共和国との

間の協定の効力発

生の日

61 出入国管理及び難民認定法施行規則並びに 11.17 公益社団法人及び

出入国管理及び難民認定法第七条第一項第 公益財団法人の認

二号の基準を定める省令の一部を改正する 定等に関する法律

律法年八十成平（令省

第四十九号）の施

行の日

196

196

197

251

300

302

195

301
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51 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 9. 9 公布の日

置規則等の一部を改正する省令 一部は

①平成20年9月16日

②平成20年10月14日

③平成20年10月27日

52 商業登記規則及び一般社団法人等登記規則 9.25 平成20年10月1日

の一部を改正する省令

53 会社法施行規則の一部を改正する省令 9.29 株式会社商工組合

中央金庫法（平成

十九年法律第七十

四号）の施行の日

54 弁護士となる資格に係る認定の手続き等に 9.29 平成20年10月1日

関する規則の一部を改正する省令

55 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 9.30 公布の日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正

する省令 ①平成20年10月6日

②平成20年10月14日

③平成20年11月25日

56 更生保護委託費支弁基準の一部を改正する 9.30 平成20年10月1日

省令

57 昭和八年司法省令第三十八号の一部を改正 10.20 公布の日

令省るす

58 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 10.28 平成20年11月1日

置規則及び登記事務委任規則の一部を改正

する省令 平成20年12月8日

59 債権管理回収業に関する特別措置法施行規 10.29 平成20年11月1日

則の一部を改正する省令

60 出入国管理及び難民認定法施行規則の一部 10.31 経済上の連携に関

ィフと国本日るす令省るす正改を
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62 不動産登記規則等の一部を改正する省令 11.25 公布の日

63 法務大臣の所管に属する公益法人の設立及 11.27 一般社団法人及び

び監督に関する規則を廃止する省令 一般財団法人に関

する法律及び公益

社団法人及び公益

財団法人の認定等

に関する法律の施

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律（平成十八年

法律第五十号）の

施行の日（平成20

年12月1日）

64 法務省の所管する法令の規定に基づく行政 11.28 一般社団法人及び

手続等における情報通信の技術の利用に関 一般財団法人に関

する規則及び法務省の所管する法令の規定 する法律及び公益

に基づく民間事業者等が行う書面の保存等 社団法人及び公益

における情報通信の技術の利用に関する規 財団法人の認定等

施の律法るす関に令省るす正改を部一の則

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律の施行の日（平

成20年12月1日）

65 更生保護事業法施行規則の一部を改正する 11.28 一般社団法人及び

関に人法団財般一令省

する法律及び公益

社団法人及び公益

一部は

一部は

49 一般社団法人及び一般財団法人に関する法 8. 1 整備法の施行の日

律及び公益社団法人及び公益財団法人の認 (平成20年12月1日)

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律の施行に伴う関係省令

の整備及び経過措置に関する省令

50 出入国管理及び難民認定法施行の一部を改 8.29 平成20年10月1日

正する省令

リピン共和国との

間の協定の効力発

生の日

61 出入国管理及び難民認定法施行規則並びに 11.17 公益社団法人及び

出入国管理及び難民認定法第七条第一項第 公益財団法人の認

二号の基準を定める省令の一部を改正する 定等に関する法律

律法年八十成平（令省

第四十九号）の施

行の日

196

196

197

251

300

302

195

301
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66 一般社団法人及び一般財団法人に関する法 11.28 公布の日

律施行規則の一部を改正する省令

67 会社法施行規則の一部を改正する省令 11.28 一般社団法人及び

一般財団法人に関

する法律及び公益

社団法人及び公益

財団法人の認定等

に関する法律の施

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律の施行の日(平

成20年12月1日）

68 会社法施行規則の一部を改正する省令 11.28 金融商品取引法等

の一部を改正する

法律（平成二十年

法律第六十五号）

の施行の日

69 船舶登記規則及び農業用動産抵当登記規則 12. 1 公布の日

の一部を改正する省令

70 司法書士法施行規則及び土地家屋調査士法 12. 1 一般社団法人及び

施行規則の一部を改正する省令 一般財団法人に関

する法律及び公益

社団法人及び公益

財団法人の認定等

に関する法律の施

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律の施行の日(平

成20年12月1日)

一部は
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二十年法律第八十

八号）の施行の日

（平成21年1月1日）

74 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 12.25 公布の日

置規則等の一部を改正する省令 一部は

75 法務省定員規則の一部を改正する省令 12.26 平成20年12月31日

（共同府・省令）

内 閣 府 一般振替機関の監督に関する命令の一部を 12.22 株式等の取引に係

法 務 省 を化理合の済決る令命るす正改

図るための社債等

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の

日(平成21年1月5日)

一部は

公布の日

内 閣 府 特別振替機関の監督に関する命令及び加入 12.22 株式等の取引に係

法 務 省 者保護信託に関する命令等の一部を改正す る決済の合理化を

財 務 省 等債社のめたる図令命る

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の

財団法人の認定等

に関する法律の施

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律の施行の日（平

成20年12月1日)

71 総合法律支援法施行規則の一部を改正する 12. 1

令省

72 出入国管理及び難民認定法施行規則の一部 12.15 公布の日

を改正する省令

73 国籍法施行規則の一部を改正する省令 12.18 国籍法の一部を改

正する法律（平成

公布の日

①平成21年1月1日

②平成21年1月5日

③平成21年1月13日

④平成21年1月19日

⑤平成21年1月26日

平成22年4月1日

197

197

197

196

196

303

195

196

196
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66 一般社団法人及び一般財団法人に関する法 11.28 公布の日

律施行規則の一部を改正する省令

67 会社法施行規則の一部を改正する省令 11.28 一般社団法人及び

一般財団法人に関

する法律及び公益

社団法人及び公益

財団法人の認定等

に関する法律の施

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律の施行の日(平

成20年12月1日）

68 会社法施行規則の一部を改正する省令 11.28 金融商品取引法等

の一部を改正する

法律（平成二十年

法律第六十五号）

の施行の日

69 船舶登記規則及び農業用動産抵当登記規則 12. 1 公布の日

の一部を改正する省令

70 司法書士法施行規則及び土地家屋調査士法 12. 1 一般社団法人及び

施行規則の一部を改正する省令 一般財団法人に関

する法律及び公益

社団法人及び公益

財団法人の認定等

に関する法律の施

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律の施行の日(平

成20年12月1日)

一部は

―478―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

二十年法律第八十

八号）の施行の日

（平成21年1月1日）

74 法務局及び地方法務局の支局及び出張所設 12.25 公布の日

置規則等の一部を改正する省令 一部は

75 法務省定員規則の一部を改正する省令 12.26 平成20年12月31日

（共同府・省令）

内 閣 府 一般振替機関の監督に関する命令の一部を 12.22 株式等の取引に係

法 務 省 を化理合の済決る令命るす正改

図るための社債等

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の

日(平成21年1月5日)

一部は

公布の日

内 閣 府 特別振替機関の監督に関する命令及び加入 12.22 株式等の取引に係

法 務 省 者保護信託に関する命令等の一部を改正す る決済の合理化を

財 務 省 等債社のめたる図令命る

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の

財団法人の認定等

に関する法律の施

行に伴う関係法律

の整備等に関する

法律の施行の日（平

成20年12月1日)

71 総合法律支援法施行規則の一部を改正する 12. 1

令省

72 出入国管理及び難民認定法施行規則の一部 12.15 公布の日

を改正する省令

73 国籍法施行規則の一部を改正する省令 12.18 国籍法の一部を改

正する法律（平成

公布の日

①平成21年1月1日

②平成21年1月5日

③平成21年1月13日

④平成21年1月19日

⑤平成21年1月26日

平成22年4月1日

197

197

197

196

196

303

195

196

196
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内 閣 府 犯罪による収益の移転防止に関する法律施 2. 1

総 務 省 行規則

法 務 省

財 務 省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

内 閣 府 疑わしい取引の届出における情報通信の技 2. 1 法附則第一条第一

総 務 省 の定規るげ掲に号則規るす関に用利の術

法 務 省 施行の日（平成20

財 務 省 年3月1日)

厚生労働省 一部は

農林水産省 公布の日

経済産業省

国土交通省

内 閣 府 前払式証票発行保証金規則等の一部を改正 2. 8 平成20年2月25日

法 務 省 する命令

総 務 省 電子署名及び認証業務に関する法律第十七 2.29 平成20年2月29日

法 務 省 条第一項に規定する指定調査機関を指定す

経済産業省 る省令の一部を改正する省令

総 務 省 電子署名及び認証業務に関する法律第十七 3.10 平成20年3月10日

法 務 省 条第一項に規定する指定調査機関を指定す

経済産業省 る省令の一部を改正する省令

総 務 省 戸籍の附票の写しの交付に関する省令の一 3.28 住民基本台帳法の

法 務 省 法るす正改を部一令省るす正改を部

律の施行の日（平

成20年5月1日）
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経済産業省

国土交通省

環 境 省

防 衛 省

内 閣 府 犯罪による利益の移転防止に関する法律施 7. 4 株式等の取引に係

総 務 省

を化理合の済決る則の一部を改正する命令規行法 務 省

図るための社債等財 務 省

の振替に関する法厚生労働省

律等の一部を改正農林水産省

する法律の施行の日経済産業省

国土交通省

内 閣 府 株券等の保管及び振替に関する法律施行規 7. 4 株式等の取引に係

法 務 省 を化理合の済決る令命の等るす止廃を則

図るための社債等

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の日

一部は

公布の日

内 閣 府 特別振替機関の監督に関する命令等の一部 7. 4 株式等の取引に係

を化理合の済決る令命るす正改を財 務 省

図るための社債等

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の日

法 務 省

一部は

公布の日

内 閣 府 口座管理機関に関する命令の一部を改正す 1.31 公布の日

法 務 省 る命令

財 務 省

日(平成21年1月5日)

法附則第一条第一

号に掲げる規定の

施行の日（平成20年

3月1日）

内 閣 府 地球温暖化対策の推進に関する法律第二十 6.13 公布の日

総 務 省 条の四第三項の規定に基づく主務大臣の権

法 務 省 限の委任に関する命令

外 務 省

財 務 省

厚生労働省

農林水産省

法 務 省 電子情報処理組織による輸出入等関連業務 9. 2 平成20年10月1日

財 務 省

第三号の申請等を定める省令

内 閣 府 社債等の振替に関する命令の一部を改正す 9.24 株式会社商工組合

行施の法庫金央中令命る

の処理等に関する法律施行令第一条第二項

195

197

301

196
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省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

内 閣 府 犯罪による収益の移転防止に関する法律施 2. 1

総 務 省 行規則

法 務 省

財 務 省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

内 閣 府 疑わしい取引の届出における情報通信の技 2. 1 法附則第一条第一

総 務 省 の定規るげ掲に号則規るす関に用利の術

法 務 省 施行の日（平成20

財 務 省 年3月1日)

厚生労働省 一部は

農林水産省 公布の日

経済産業省

国土交通省

内 閣 府 前払式証票発行保証金規則等の一部を改正 2. 8 平成20年2月25日

法 務 省 する命令

総 務 省 電子署名及び認証業務に関する法律第十七 2.29 平成20年2月29日

法 務 省 条第一項に規定する指定調査機関を指定す

経済産業省 る省令の一部を改正する省令

総 務 省 電子署名及び認証業務に関する法律第十七 3.10 平成20年3月10日

法 務 省 条第一項に規定する指定調査機関を指定す

経済産業省 る省令の一部を改正する省令

総 務 省 戸籍の附票の写しの交付に関する省令の一 3.28 住民基本台帳法の

法 務 省 法るす正改を部一令省るす正改を部

律の施行の日（平

成20年5月1日）
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省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

経済産業省

国土交通省

環 境 省

防 衛 省

内 閣 府 犯罪による利益の移転防止に関する法律施 7. 4 株式等の取引に係

総 務 省

を化理合の済決る則の一部を改正する命令規行法 務 省

図るための社債等財 務 省

の振替に関する法厚生労働省

律等の一部を改正農林水産省

する法律の施行の日経済産業省

国土交通省

内 閣 府 株券等の保管及び振替に関する法律施行規 7. 4 株式等の取引に係

法 務 省 を化理合の済決る令命の等るす止廃を則

図るための社債等

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の日

一部は

公布の日

内 閣 府 特別振替機関の監督に関する命令等の一部 7. 4 株式等の取引に係

を化理合の済決る令命るす正改を財 務 省

図るための社債等

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の日

法 務 省

一部は

公布の日

内 閣 府 口座管理機関に関する命令の一部を改正す 1.31 公布の日

法 務 省 る命令

財 務 省

日(平成21年1月5日)

法附則第一条第一

号に掲げる規定の

施行の日（平成20年

3月1日）

内 閣 府 地球温暖化対策の推進に関する法律第二十 6.13 公布の日

総 務 省 条の四第三項の規定に基づく主務大臣の権

法 務 省 限の委任に関する命令

外 務 省

財 務 省

厚生労働省

農林水産省

法 務 省 電子情報処理組織による輸出入等関連業務 9. 2 平成20年10月1日

財 務 省

第三号の申請等を定める省令

内 閣 府 社債等の振替に関する命令の一部を改正す 9.24 株式会社商工組合

行施の法庫金央中令命る

の処理等に関する法律施行令第一条第二項

195

197

301

196



−484−―481―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

月1日)

法 務 省 旅行業者営業保証金規則及び旅行業協会弁 9.29 国土交通省設置法

国土交通省 済業務保証金規則の一部を改正する省令 等の一部を改正す

る法律（平成二十

年法律第二十六号)

の施行の日(平成20

年10月1日)

法 務 省 積立式宅地建物販売業者営業保証金規則及 10.10 株式等の取引に係

国土交通省 び旅行業者営業保証金規則の一部を改正す る決済の合理化を

等債社のめたる図令省る

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の日

内 閣 府 電子記録債権法施行規則 10.22 法の施行の日

法 務 省

内 閣 府 犯罪による収益の移転防止に関する法律施 10.29 電子記録債権法の

総 務 省 行規則の一部を改正する命令 施行の日

法 務 省

財 務 省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

総 務 省 電子署名及び認証業務に関する法律に基づ 12. 1 一般社団法人及び

法 務 省 く指定調査機関等に関する省令等の一部を 一般財団法人に関

―482―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

国土交通省

法 務 省 鉱害賠償供託金配当令施行規則及び許可割 12.26 株式等の取引に係

経済産業省 賦販売業者等の営業保証金等に関する規則 る決済の合理化を

等債社のめたる図令省るす正改を部一の

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の日

月1日)

内 閣 府 口座管理機関に関する命令の一部を改正す 9.24 株式会社商工組合

法 務 省 行施の法庫金央中令命る

財 務 省 の日（平成20年10

経済産業省 律の施行の法るす令省るす正改

内 閣 府 犯罪による収益の移転防止に関する法律施 12. 5 金融商品取引法等

総 務 省 行規則の一部を改正する命令 の一部を改正する

法 務 省 法律の施行に伴う

財 務 省 関係政令の整備に

厚生労働省 関する政令の施行

農林水産省 の日（平成20年12

経済産業省 月12日）

日(平成20年12月1日）

の日（平成20年10

196

197

197

197

197



−485−―481―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

月1日)

法 務 省 旅行業者営業保証金規則及び旅行業協会弁 9.29 国土交通省設置法

国土交通省 済業務保証金規則の一部を改正する省令 等の一部を改正す

る法律（平成二十

年法律第二十六号)

の施行の日(平成20

年10月1日)

法 務 省 積立式宅地建物販売業者営業保証金規則及 10.10 株式等の取引に係

国土交通省 び旅行業者営業保証金規則の一部を改正す る決済の合理化を

等債社のめたる図令省る

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の日

内 閣 府 電子記録債権法施行規則 10.22 法の施行の日

法 務 省

内 閣 府 犯罪による収益の移転防止に関する法律施 10.29 電子記録債権法の

総 務 省 行規則の一部を改正する命令 施行の日

法 務 省

財 務 省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

総 務 省 電子署名及び認証業務に関する法律に基づ 12. 1 一般社団法人及び

法 務 省 く指定調査機関等に関する省令等の一部を 一般財団法人に関

―482―

省令番号 法 務 省 令 名 公布月日 施行年月日 参照ページ

国土交通省

法 務 省 鉱害賠償供託金配当令施行規則及び許可割 12.26 株式等の取引に係

経済産業省 賦販売業者等の営業保証金等に関する規則 る決済の合理化を

等債社のめたる図令省るす正改を部一の

の振替に関する法

律等の一部を改正

する法律の施行の日

月1日)

内 閣 府 口座管理機関に関する命令の一部を改正す 9.24 株式会社商工組合

法 務 省 行施の法庫金央中令命る

財 務 省 の日（平成20年10

経済産業省 律の施行の法るす令省るす正改

内 閣 府 犯罪による収益の移転防止に関する法律施 12. 5 金融商品取引法等

総 務 省 行規則の一部を改正する命令 の一部を改正する

法 務 省 法律の施行に伴う

財 務 省 関係政令の整備に

厚生労働省 関する政令の施行

農林水産省 の日（平成20年12

経済産業省 月12日）

日(平成20年12月1日）

の日（平成20年10

196

197

197

197

197
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６　平成20年主要訓令題・件名等一覧
（法務省訓令）
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６ 平成20年主要訓令題・件名等一覧

（法務省訓令）

題 名 月 日 施行年月日 参照ページ
訓令

番号

１ 検察庁事務章程の一部を改正する訓令 3.31 20. 4. 1

２ 地方更生保護委員会委員及び保護観察官の 5.30 20. 6. 1

証票に関する訓令

３ 保護司の証票及び記章に関する訓令 5.30 20. 6. 1

（法務大臣訓令）

題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

（人事課）

１ 法務省定員細則の一部を改正す 4. 1 人定訓 741 20. 4. 1

る訓令

２ 本省に勤務する電話交換業務を 7.14 人服訓1604 20. 8. 1

行う職員の勤務時間等の特例に関

する訓令

３ 法務省において特別の勤務形態 8.18 人服訓1859 20. 8.20

によって勤務する必要のある職員

の勤務時間等に関する訓令の一部

を改正する訓令

４ 法務省職員勤務評定実施規程の 10. 6 人服訓2228 20.10. 6

一部を改正する訓令

５ 法務省定員細則の一部を改正す 12.26 人定訓2889 20.12.31

る訓令

６ 営利企業への就職を承認する権 12.26 人服訓2942 20.12.31

限の委任に関する訓令を廃止する

訓令

（会計課）

１ 法務省所管契約事務取扱規程の 2.25 会訓 394 20. 3. 1

一部を改正する訓令

２ 地方更生保護委員会及び保護観 3.21 会訓 648 20. 4. 1

察所会計事務章程の一部を改正す

る訓令

―484―

題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

３ 会計機関（契約担当官及び物品 3.21 会訓 649 20. 4. 1

管理官を除く ）の官職指定に関。

する訓令等の一部を改正する訓令

４ 法務省所管物品管理事務取扱規 3.21 会訓 650 20. 4. 1

程の一部を改正する訓令

５ 法務省所管内国旅費取扱規程の 3.24 会訓 676 20. 4. 1

一部を改正する訓令

（施設課）

法務省所管国有財産事務取扱規程 11.10 施訓1798 20.11.10

の一部を改正する訓令

（司法法制部）

１ 保護統計調査規程の全部を改正 7.29 司司訓 735 20. 7.29

する訓令

２ 登記統計規程 12.15 司司訓1201 21. 1. 1

（刑事局）

１ 徴収事務規程の一部を改正する 3.17 刑総訓 408 20. 3.30

訓令

２ 統括捜査官の配置に関する規程 3.31 刑総訓 527 20. 4. 1

の一部を改正する訓令

３ 事件事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 818 20. 6. 1

訓令

４ 執行事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 819 20. 6. 1

訓令

５ 犯歴事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 820 20. 6. 1

訓令

６ 事件事務規程の一部を改正する 6.27 刑総訓 976 20. 9. 1

訓令

７ 事件事務規程の一部を改正する 11.21 刑総訓1604 20.12. 1

訓令

８ 徴収事務規程の一部を改正する 11.28 刑総訓1624 20.12. 1

訓令

213

49

49

213

213

214

214

214

214

214

214

（法務大臣訓令）
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６ 平成20年主要訓令題・件名等一覧

（法務省訓令）

題 名 月 日 施行年月日 参照ページ
訓令

番号

１ 検察庁事務章程の一部を改正する訓令 3.31 20. 4. 1

２ 地方更生保護委員会委員及び保護観察官の 5.30 20. 6. 1

証票に関する訓令

３ 保護司の証票及び記章に関する訓令 5.30 20. 6. 1

（法務大臣訓令）

題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

（人事課）

１ 法務省定員細則の一部を改正す 4. 1 人定訓 741 20. 4. 1

る訓令

２ 本省に勤務する電話交換業務を 7.14 人服訓1604 20. 8. 1

行う職員の勤務時間等の特例に関

する訓令

３ 法務省において特別の勤務形態 8.18 人服訓1859 20. 8.20

によって勤務する必要のある職員

の勤務時間等に関する訓令の一部

を改正する訓令

４ 法務省職員勤務評定実施規程の 10. 6 人服訓2228 20.10. 6

一部を改正する訓令

５ 法務省定員細則の一部を改正す 12.26 人定訓2889 20.12.31

る訓令

６ 営利企業への就職を承認する権 12.26 人服訓2942 20.12.31

限の委任に関する訓令を廃止する

訓令

（会計課）

１ 法務省所管契約事務取扱規程の 2.25 会訓 394 20. 3. 1

一部を改正する訓令

２ 地方更生保護委員会及び保護観 3.21 会訓 648 20. 4. 1

察所会計事務章程の一部を改正す

る訓令

―484―

題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

３ 会計機関（契約担当官及び物品 3.21 会訓 649 20. 4. 1

管理官を除く ）の官職指定に関。

する訓令等の一部を改正する訓令

４ 法務省所管物品管理事務取扱規 3.21 会訓 650 20. 4. 1

程の一部を改正する訓令

５ 法務省所管内国旅費取扱規程の 3.24 会訓 676 20. 4. 1

一部を改正する訓令

（施設課）

法務省所管国有財産事務取扱規程 11.10 施訓1798 20.11.10

の一部を改正する訓令

（司法法制部）

１ 保護統計調査規程の全部を改正 7.29 司司訓 735 20. 7.29

する訓令

２ 登記統計規程 12.15 司司訓1201 21. 1. 1

（刑事局）

１ 徴収事務規程の一部を改正する 3.17 刑総訓 408 20. 3.30

訓令

２ 統括捜査官の配置に関する規程 3.31 刑総訓 527 20. 4. 1

の一部を改正する訓令

３ 事件事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 818 20. 6. 1

訓令

４ 執行事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 819 20. 6. 1

訓令

５ 犯歴事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 820 20. 6. 1

訓令

６ 事件事務規程の一部を改正する 6.27 刑総訓 976 20. 9. 1

訓令

７ 事件事務規程の一部を改正する 11.21 刑総訓1604 20.12. 1

訓令

８ 徴収事務規程の一部を改正する 11.28 刑総訓1624 20.12. 1

訓令

213

49

49

213

213

214

214

214

214

214

214
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６ 平成20年主要訓令題・件名等一覧

（法務省訓令）

題 名 月 日 施行年月日 参照ページ
訓令

番号

１ 検察庁事務章程の一部を改正する訓令 3.31 20. 4. 1

２ 地方更生保護委員会委員及び保護観察官の 5.30 20. 6. 1

証票に関する訓令

３ 保護司の証票及び記章に関する訓令 5.30 20. 6. 1

（法務大臣訓令）

題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

（人事課）

１ 法務省定員細則の一部を改正す 4. 1 人定訓 741 20. 4. 1

る訓令

２ 本省に勤務する電話交換業務を 7.14 人服訓1604 20. 8. 1

行う職員の勤務時間等の特例に関

する訓令

３ 法務省において特別の勤務形態 8.18 人服訓1859 20. 8.20

によって勤務する必要のある職員

の勤務時間等に関する訓令の一部

を改正する訓令

４ 法務省職員勤務評定実施規程の 10. 6 人服訓2228 20.10. 6

一部を改正する訓令

５ 法務省定員細則の一部を改正す 12.26 人定訓2889 20.12.31

る訓令

６ 営利企業への就職を承認する権 12.26 人服訓2942 20.12.31

限の委任に関する訓令を廃止する

訓令

（会計課）

１ 法務省所管契約事務取扱規程の 2.25 会訓 394 20. 3. 1

一部を改正する訓令

２ 地方更生保護委員会及び保護観 3.21 会訓 648 20. 4. 1

察所会計事務章程の一部を改正す

る訓令
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題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

３ 会計機関（契約担当官及び物品 3.21 会訓 649 20. 4. 1

管理官を除く ）の官職指定に関。

する訓令等の一部を改正する訓令

４ 法務省所管物品管理事務取扱規 3.21 会訓 650 20. 4. 1

程の一部を改正する訓令

５ 法務省所管内国旅費取扱規程の 3.24 会訓 676 20. 4. 1

一部を改正する訓令

（施設課）

法務省所管国有財産事務取扱規程 11.10 施訓1798 20.11.10

の一部を改正する訓令

（司法法制部）

１ 保護統計調査規程の全部を改正 7.29 司司訓 735 20. 7.29

する訓令

２ 登記統計規程 12.15 司司訓1201 21. 1. 1

（刑事局）

１ 徴収事務規程の一部を改正する 3.17 刑総訓 408 20. 3.30

訓令

２ 統括捜査官の配置に関する規程 3.31 刑総訓 527 20. 4. 1

の一部を改正する訓令

３ 事件事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 818 20. 6. 1

訓令

４ 執行事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 819 20. 6. 1

訓令

５ 犯歴事務規程の一部を改正する 5.29 刑総訓 820 20. 6. 1

訓令

６ 事件事務規程の一部を改正する 6.27 刑総訓 976 20. 9. 1

訓令

７ 事件事務規程の一部を改正する 11.21 刑総訓1604 20.12. 1

訓令

８ 徴収事務規程の一部を改正する 11.28 刑総訓1624 20.12. 1

訓令

213

49

49

213

213

214

214

214

214

214

214
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題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

（矯正局）

１ 宗教上の儀式行事及び教誨に関 3.26 矯成訓1947 20. 3.26

する訓令

２ 篤志面接委員の委嘱及びその活 3.26 矯成訓1948 20. 3.26

動等に関する訓令

３ 死亡手当金及び障害手当金に関 3.28 矯少訓2058 20. 4. 1

する訓令

４ 作業報奨金に関する訓令の一部 3.31 矯成訓2115 20. 4. 1

を改正する訓令

５ 被収容者身分帳簿及び名籍事務 5.30 矯総訓3434 20. 6. 1

関係各帳簿様式等の一部を改正す

る訓令

６ 受刑者等の作業に関する訓令の 7.31 矯成訓4635 20.10. 1

一部を改正する訓令

７ 刑事施設の刑務作業表彰に関す 8.21 矯成訓5060 20. 9. 1

る訓令

８ 取調状況の記録等に関する訓令 8.25 矯成訓5120 20. 9. 1

の一部を改正する訓令

９ 司法警察職員としての職務を行 9.16 矯成訓5525 20. 9.17

う者の指名に関する訓令の一部を

改正する訓令

10 被収容者の保健衛生及び医療に 10. 6 矯医訓5887 20.10.7

関する訓令の一部を改正する訓令

11 被収容者に係る物品の貸与，支 11. 4 矯成訓6387 20.11.17

給及び自弁に関する訓令の一部を

改正する訓令

12 矯正定期報告規程の一部を改正 11.18 矯総訓6578 20.12. 1

する訓令

（保護局）

１ 統括保護観察官の配置等に関す 3.31 保総訓 176 20. 4. 1

る訓令の一部を改正する訓令

２ 犯罪をした者及び非行のある少 4.23 保観訓 261 20. 6. 1

年に対する社会内における処遇に

関する事務規程

―486―

題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

３ 地方更生保護委員会事務処理規 5.19 保総訓 377 20. 6. 1

程

４ 統括審査官の配置等に関する訓 5.19 保総訓 378 20. 6. 1

令

５ 恩赦上申事務規程及び国際受刑 5.23 保総訓 394 20. 6. 1

者移送法第25条に定める共助刑の

執行の減軽又は免除に関する上申

事務規程の一部を改正する訓令

（入国管理局）

統括審査官及び統括入国警備官の 3.31 管総訓1050 20. 4. 1

配置等に関する訓令の一部を改正す

る訓令
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題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

（矯正局）

１ 宗教上の儀式行事及び教誨に関 3.26 矯成訓1947 20. 3.26

する訓令

２ 篤志面接委員の委嘱及びその活 3.26 矯成訓1948 20. 3.26

動等に関する訓令

３ 死亡手当金及び障害手当金に関 3.28 矯少訓2058 20. 4. 1

する訓令

４ 作業報奨金に関する訓令の一部 3.31 矯成訓2115 20. 4. 1

を改正する訓令

５ 被収容者身分帳簿及び名籍事務 5.30 矯総訓3434 20. 6. 1

関係各帳簿様式等の一部を改正す

る訓令

６ 受刑者等の作業に関する訓令の 7.31 矯成訓4635 20.10. 1

一部を改正する訓令

７ 刑事施設の刑務作業表彰に関す 8.21 矯成訓5060 20. 9. 1

る訓令

８ 取調状況の記録等に関する訓令 8.25 矯成訓5120 20. 9. 1

の一部を改正する訓令

９ 司法警察職員としての職務を行 9.16 矯成訓5525 20. 9.17

う者の指名に関する訓令の一部を

改正する訓令

10 被収容者の保健衛生及び医療に 10. 6 矯医訓5887 20.10.7

関する訓令の一部を改正する訓令

11 被収容者に係る物品の貸与，支 11. 4 矯成訓6387 20.11.17

給及び自弁に関する訓令の一部を

改正する訓令

12 矯正定期報告規程の一部を改正 11.18 矯総訓6578 20.12. 1

する訓令

（保護局）

１ 統括保護観察官の配置等に関す 3.31 保総訓 176 20. 4. 1

る訓令の一部を改正する訓令

２ 犯罪をした者及び非行のある少 4.23 保観訓 261 20. 6. 1

年に対する社会内における処遇に

関する事務規程

―486―

題 件 名 月 日 記 号 番 号 施行年月日 参照ページ

３ 地方更生保護委員会事務処理規 5.19 保総訓 377 20. 6. 1

程

４ 統括審査官の配置等に関する訓 5.19 保総訓 378 20. 6. 1

令

５ 恩赦上申事務規程及び国際受刑 5.23 保総訓 394 20. 6. 1

者移送法第25条に定める共助刑の

執行の減軽又は免除に関する上申

事務規程の一部を改正する訓令

（入国管理局）

統括審査官及び統括入国警備官の 3.31 管総訓1050 20. 4. 1

配置等に関する訓令の一部を改正す

る訓令
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

３ 「工事請負契約書第25条第5項（単品ス 7.31 施1319 施設課長通知

ライド条項）」の運用について

４ 「工事における入札及び契約の過程並び 8. 6 施1334 会計課長・施設課

達通命依長いつに表公の報情る係に等容内の約契に

て」の一部改正について

５ 「工事請負契約書第25条第5項（単品ス 9.30 施1557 施設課長通知

ライド条項）」の運用の拡充について

６ 法務省所管国有財産事務取扱規程の運用 11.10 施1803 施設課長依命通達

についての一部改正について

（司法法制部）

１ 刑事統計符号表の一部改正について 3. 5 司司 206 司法法制部長通知

２ 登記統計庁名符号表の改正等について 3.27 司司 304 司法法制部長通知

３ 矯正統計符号表の一部改正について 3.31 司司 311 司法法制部長通知

４ 少年矯正統計符号表の一部改正について 3.31 司司 312 司法法制部長通知

５ 保護統計符号表の一部改正について 3.31 司司 313 司法法制部長通知

６ 保護統計調査要領の全部改正について 7.29 司司 736 司法法制部長依命

通達

７ 矯正統計符号表の一部改正について 9.17 司司 906 司法法制部長通知

８ 保護統計符号表の一部改正について 9.29 司司 938 司法法制部長通知

９ 刑事統計符号表の一部改正について 10. 1 司司 950 司法法制部長通知

10 商業・法人登記統計要領の一部改正につ 10.24 司司1035 司法法制部長依命

達通てい

11 一般社団法人及び一般財団法人に関する 10.24 司司1036 司法法制部長通知

法律等の施行に伴う商業・法人登記統計事

務の取扱いについて

12 不動産登記等統計調査要領等の改正につ 12.15 司司1202 司法法制部長依命

達通

達通

てい

13 矯正統計調査要領の一部改正について 12.25 司司1267 司法法制部長依命

14 矯正統計符号表の一部改正について 12.25 司司1268 司法法制部長通知

（民事局）

１ 戸籍法及び戸籍法施行規則の一部改正に 4. 7 民一1000 民事局長通達

伴う戸籍事務の取扱いについて

―492―

題 件 名 月 日 記号番号 備 考

３ 外国人からの不受理の申出等の取扱いに 5.27 民一1503 民事局長通達

ついて

４ 矯正施設の被収容者からの不受理申出の 5.27 民一1504 民事局長通達

取扱いについて

５ 国籍法の一部を改正する法律等の施行に 12.18 民一3300 民事局長通達

伴う国籍取得の届出に関する取扱いの変更

について

６ 国籍法及び国籍法施行規則の一部改正に 12.18 民一3302 民事局長通達

伴う戸籍事務の取扱いについて

７ 国籍法の一部を改正する法律等の施行に 12.19 民一3309 民事局長通達

伴う「国籍法及び戸籍法の一部を改正する

法律等の施行に伴う国籍取得の届出，帰化

の許可の申請及び国籍離脱の届出に関する

取扱いについて（昭和59年11月1日付け法

務省民五第5506号当職通達）」の一部改正

について

８ 不動産登記令の一部改正等に伴う登記事 1.11 民二 57 民事局長通達

務の取扱いについて

９ 不動産登記事務取扱手続準則の一部改正 1.11 民二 58 民事局長通達

について

10 公共嘱託登記司法書士協会及び公共嘱託 12. 1 民二3060 民事局長通達

登記土地家屋調査士協会の業務の監督につ

いて

11 平成20年12月1日において現に存する公 12. 1 民二3061 民事局長通達

共嘱託登記司法書士協会及び公共嘱託登記

土地家屋調査士協会のうち特例社団法人で

あるものの監督について

12 一般社団法人及び一般財団法人に関する 9. 1 民商2351 民事局長通達

法律等の施行に伴う法人登記事務の取扱い

について

13 一般社団法人及び一般財団法人に関する 9. 1 民商2054 民事局長通達

法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律等の規定による職権

登記実施要領

２ 戸籍事務取扱準則制定標準の一部改正に 4. 7 民一1184 民事局長通達

ついて
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

３ 「工事請負契約書第25条第5項（単品ス 7.31 施1319 施設課長通知

ライド条項）」の運用について

４ 「工事における入札及び契約の過程並び 8. 6 施1334 会計課長・施設課

達通命依長いつに表公の報情る係に等容内の約契に

て」の一部改正について

５ 「工事請負契約書第25条第5項（単品ス 9.30 施1557 施設課長通知

ライド条項）」の運用の拡充について

６ 法務省所管国有財産事務取扱規程の運用 11.10 施1803 施設課長依命通達

についての一部改正について

（司法法制部）

１ 刑事統計符号表の一部改正について 3. 5 司司 206 司法法制部長通知

２ 登記統計庁名符号表の改正等について 3.27 司司 304 司法法制部長通知

３ 矯正統計符号表の一部改正について 3.31 司司 311 司法法制部長通知

４ 少年矯正統計符号表の一部改正について 3.31 司司 312 司法法制部長通知

５ 保護統計符号表の一部改正について 3.31 司司 313 司法法制部長通知

６ 保護統計調査要領の全部改正について 7.29 司司 736 司法法制部長依命

通達

７ 矯正統計符号表の一部改正について 9.17 司司 906 司法法制部長通知

８ 保護統計符号表の一部改正について 9.29 司司 938 司法法制部長通知

９ 刑事統計符号表の一部改正について 10. 1 司司 950 司法法制部長通知

10 商業・法人登記統計要領の一部改正につ 10.24 司司1035 司法法制部長依命

達通てい

11 一般社団法人及び一般財団法人に関する 10.24 司司1036 司法法制部長通知

法律等の施行に伴う商業・法人登記統計事

務の取扱いについて

12 不動産登記等統計調査要領等の改正につ 12.15 司司1202 司法法制部長依命

達通

達通

てい

13 矯正統計調査要領の一部改正について 12.25 司司1267 司法法制部長依命

14 矯正統計符号表の一部改正について 12.25 司司1268 司法法制部長通知

（民事局）

１ 戸籍法及び戸籍法施行規則の一部改正に 4. 7 民一1000 民事局長通達

伴う戸籍事務の取扱いについて

―492―

題 件 名 月 日 記号番号 備 考

３ 外国人からの不受理の申出等の取扱いに 5.27 民一1503 民事局長通達

ついて

４ 矯正施設の被収容者からの不受理申出の 5.27 民一1504 民事局長通達

取扱いについて

５ 国籍法の一部を改正する法律等の施行に 12.18 民一3300 民事局長通達

伴う国籍取得の届出に関する取扱いの変更

について

６ 国籍法及び国籍法施行規則の一部改正に 12.18 民一3302 民事局長通達

伴う戸籍事務の取扱いについて

７ 国籍法の一部を改正する法律等の施行に 12.19 民一3309 民事局長通達

伴う「国籍法及び戸籍法の一部を改正する

法律等の施行に伴う国籍取得の届出，帰化

の許可の申請及び国籍離脱の届出に関する

取扱いについて（昭和59年11月1日付け法

務省民五第5506号当職通達）」の一部改正

について

８ 不動産登記令の一部改正等に伴う登記事 1.11 民二 57 民事局長通達

務の取扱いについて

９ 不動産登記事務取扱手続準則の一部改正 1.11 民二 58 民事局長通達

について

10 公共嘱託登記司法書士協会及び公共嘱託 12. 1 民二3060 民事局長通達

登記土地家屋調査士協会の業務の監督につ

いて

11 平成20年12月1日において現に存する公 12. 1 民二3061 民事局長通達

共嘱託登記司法書士協会及び公共嘱託登記

土地家屋調査士協会のうち特例社団法人で

あるものの監督について

12 一般社団法人及び一般財団法人に関する 9. 1 民商2351 民事局長通達

法律等の施行に伴う法人登記事務の取扱い

について

13 一般社団法人及び一般財団法人に関する 9. 1 民商2054 民事局長通達

法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律等の規定による職権

登記実施要領

２ 戸籍事務取扱準則制定標準の一部改正に 4. 7 民一1184 民事局長通達

ついて



−496−



−497−

―493―

題 件 名 月 日 記号番号 備 考

14 有限責任事業組合契約の組合員が取締役 12.19 民商3279 民事局長通達

会設置会社(委員会設置会社を除く。)であ

る場合における当該組合員の職務を行うべ

き者の選任に関する書面について

15 供託事務取扱手続準則の一部改正につい 2.20 民商 641 民事局長・大臣官

達通長課計会房て

16 供託規則等の一部改正に伴う供託事務の 2.20 民商 642 民事局長・大臣官

達通長課計会房ていつにい扱取

17 登記事務における登記簿等の公開に関す 2.18 民商 631 民事局長通達

る事務の民間委託実施庁における簡易確認

手続の取扱いについて

18 公認会計士法等の一部を改正する法律の 3.17 民商 915 民事局長通達

施行等に伴う供託事務の取扱いについて

19 法務局及び地方法務局における商業・法 6.12 民商1667 民事局長通達

人登記事務の集中化の実施に伴う簡易確認

手続の取扱いについて

（刑事局）

１ 平成18年6月6日付け法務省刑総第802号 1.28 刑総 72 刑事局長通達

通達「昭和49年7月15日付け法務省刑総第4

32号通達「自由刑とん刑者等を警察庁の電

子計算組織に手配登録する取扱いについ

て」の全部改正について」の一部改正につ

いて

２ 昭和43年5月27日付け法務省刑事（総） 5.22 刑総 795 刑事局長通達

第397号通達「道路交通法等違反事件迅速

処理のための共用書式について」の一部改

正について

３ 事件事務規程，執行事務規程及び犯歴事 5.29 刑総 821 刑事局長通達

務規程の一部を改正する訓令の運用並びに

更生緊急保護における就労支援の積極的な

活用について

４ 自由刑の執行猶予の言渡しを受けた者の 5.29 刑総 822 刑事局長通達

うち刑法第25条の2第1項の規定により保護

観察に付された者の処遇上の参考事項につ

いて

―494―

題 件 名 月 日 記号番号 備 考

５ 平成19年11月22日付け法務省刑総第1576 5.29 刑総 823 刑事局長・矯正局

達通長局護保・長状遇処の者害加るす対に等者害被「達通号

況等に関する通知について」の一部改正に

ついて

６ 平成13年8月1日付け法務省刑総第940号 5.29 刑総 824 刑事局長・矯正局

達通長局護保・長者刑受のめたる図を護保の等者害被「達通

の釈放等に関する情報の取扱いについて」

の一部改正について

７ 昭和58年12月21日付け法務省刑青第33号 5.30 刑公 24 刑事局長通達

通達「補導処分に付する裁判の執行に関す

る事務処理等について」の一部改正につい

て

８ 事件事務規程の一部を改正する訓令の運 6.27 刑総 977 刑事局長通達

用について

９ 証拠品事務規程の運用について 7.15 刑総1076 刑事局長通達

10 被害者等に対する不起訴事件記録の開示 11.19 刑総1595 刑事局長通達

について

11 「刑事に関する共助に関する日本国と中 11.21 刑国 510 刑事局長依命通達

華人民共和国との間の条約」の発効につい

て

12 少年法の一部を改正する法律の施行につ 11.21 刑制 50 刑事局長通達

いて

13 「犯罪被害者等の権利利益の保護を図る 11.21 刑制 51 刑事局長通達

ための刑事訴訟法等の一部を改正する法

律」及び「犯罪被害者等の権利利益の保護

を図るための刑事手続に付随する措置に関

する法律及び総合法律支援法の一部を改正

する法律」の施行について

14 徴収事務規程の一部を改正する訓令の運 11.28 刑総1625 刑事局長通達

用について

15 昭和62年12月18日付け法務省刑刑第155 12.24 刑公 98 刑事局長通達

号通達「アメリカ合衆国並びに国際連合の

軍隊の構成員，軍属及びそれらの家族の犯

罪事件の取扱いについて」の一部改正につ

いて
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

16 平成12年1月19日付け法務省刑総第62号 12.26 刑総1738 刑事局長通達

通達「犯罪収益保全事務暫定要領の実施に

ついて」の一部改正について

（矯正局）

１ 「被収容者用主食の混合比及び精麦の使 2.26 矯医1276 矯正局長通達

用等について」の一部改正について

２ 宗教上の儀式行事及び教誨に関する訓令 3.26 矯成1949 矯正局長依命通達

の運用について

３ 教誨師に対する法務大臣表彰について 3.26 矯成1950 矯正局長依命通達

４ 篤志面接委員の委嘱及びその活動等に関 3.26 矯成1951 矯正局長依命通達

する訓令の運用について

５ 篤志面接委員に対する法務大臣表彰につ 3.26 矯成1952 矯正局長依命通達

いて

６ 「受刑者の移送について」の一部改正に 3.28 矯成2107 矯正局長依命通達

ついて

７ 「矯正施設文書取扱規程の実施細目につ 3.31 矯総2108 矯正局長依命通達

いて」の一部改正について

８ 「管区外に送致すべき少年の取扱いにつ 3.31 矯少2111 矯正局長依命通達

いて」の一部改正について

９ 理容師養成施設又は美容師養成施設の指 3.31 矯成2123 矯正局長通達

定を受けることについて

10 性犯罪再犯防止指導を受講する受刑者の 4. 1 矯成2220 矯正局長依命通達

移送について

11 「受刑者の集団編成に関する訓令の運用 4. 1 矯成2223 矯正局長依命通達

について」の一部改正について

12 矯正施設警備救援規定の運用について 4. 1 矯成2233 矯正局長依命通達

」「の一部改正について

13 「刑務作業の事務取扱いに関する訓令の 4. 4 矯成2318 矯正局長依命通達

運用について」の一部改正について

14 「国際受刑者移送法等に基づく受入移送 5.28 矯成3383 矯正局長通達

及び送出移送の実施について」の一部改正

について

15 少年院法第十一条第一項ただし書に規定 5.30 矯総3435 矯正局長通達

する収容継続の解釈並びに運用について等

の一部改正等について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

20 取調べの適正を確保するための逮捕・勾 8.29 矯成5213 矯正局長通達

留中の被疑者と弁護人等との間の接見に対

する一層の配慮について

21 「受刑者の集団編成に関する訓令の運用 9. 9 矯成5408 矯正局長依命通達

について」の一部改正について

22「矯正施設文書取扱規程の実施細目につい 9.25 矯総5649 矯正局長依命通達

て」の一部改正について

23 「刑事施設の保安表彰に関する訓令の運 10. 7 矯成5916 矯正局長依命通達

用について」の一部改正について

24 「法務省行政文書管理規程の矯正施設， 12.24 矯総7313 矯正局長依命通達

矯正研修所及び矯正管区における運用細目

について」の一部改正について

25 暴力団員による不当な行為の防止等に関 12.24 矯成7328 矯正局長通達

する法律第30条の5第1項に基づく命令を発

出するための刑事施設等からの出所日等に

関する回答要領等について

（保護局）

１ 更生保護施設整備に対する適正な指導監 3.28 保更 170 保護局長通達

督について

２ 保護司候補者検討協議会の設置について 3.31 保更 178 保護局長通達

３ 更生保護活動サポートセンターを活用し 3.31 保更 181 保護局長通達

た更生保護活動の促進について

４ 駐在官事務所における会計機関の設置に 4. 1 保総 185 保護局長通達

ついて

５ 「保護司実費弁償金支給規則の運用につ 4. 1 保総 194 保護局長通達

いて」の一部改正について

６ 特殊事務処理保護司（主任保護司）の配 4. 3 保総 201 保護局長通達

置等について

16 「少年院の運営について」の一部改正に 7.15 矯少4326 矯正局長依命通達

ついて

17 矯正施設警備救援規程の運用について 7.27 矯成4562 矯正局長依命通達」「
の一部改正について

18 刑事施設の刑務作業表彰に関する訓令の 8.21 矯成5061 矯正局長依命通達

運用について

19 「取調状況の記録等に関する訓令の運用 8.25 矯成5121 矯正局長依命通達

について」の一部改正について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

16 平成12年1月19日付け法務省刑総第62号 12.26 刑総1738 刑事局長通達

通達「犯罪収益保全事務暫定要領の実施に

ついて」の一部改正について

（矯正局）

１ 「被収容者用主食の混合比及び精麦の使 2.26 矯医1276 矯正局長通達

用等について」の一部改正について

２ 宗教上の儀式行事及び教誨に関する訓令 3.26 矯成1949 矯正局長依命通達

の運用について

３ 教誨師に対する法務大臣表彰について 3.26 矯成1950 矯正局長依命通達

４ 篤志面接委員の委嘱及びその活動等に関 3.26 矯成1951 矯正局長依命通達

する訓令の運用について

５ 篤志面接委員に対する法務大臣表彰につ 3.26 矯成1952 矯正局長依命通達

いて

６ 「受刑者の移送について」の一部改正に 3.28 矯成2107 矯正局長依命通達

ついて

７ 「矯正施設文書取扱規程の実施細目につ 3.31 矯総2108 矯正局長依命通達

いて」の一部改正について

８ 「管区外に送致すべき少年の取扱いにつ 3.31 矯少2111 矯正局長依命通達

いて」の一部改正について

９ 理容師養成施設又は美容師養成施設の指 3.31 矯成2123 矯正局長通達

定を受けることについて

10 性犯罪再犯防止指導を受講する受刑者の 4. 1 矯成2220 矯正局長依命通達

移送について

11 「受刑者の集団編成に関する訓令の運用 4. 1 矯成2223 矯正局長依命通達

について」の一部改正について

12 矯正施設警備救援規定の運用について 4. 1 矯成2233 矯正局長依命通達

」「の一部改正について

13 「刑務作業の事務取扱いに関する訓令の 4. 4 矯成2318 矯正局長依命通達

運用について」の一部改正について

14 「国際受刑者移送法等に基づく受入移送 5.28 矯成3383 矯正局長通達

及び送出移送の実施について」の一部改正

について

15 少年院法第十一条第一項ただし書に規定 5.30 矯総3435 矯正局長通達

する収容継続の解釈並びに運用について等

の一部改正等について

―496―

題 件 名 月 日 記号番号 備 考

20 取調べの適正を確保するための逮捕・勾 8.29 矯成5213 矯正局長通達

留中の被疑者と弁護人等との間の接見に対

する一層の配慮について

21 「受刑者の集団編成に関する訓令の運用 9. 9 矯成5408 矯正局長依命通達

について」の一部改正について

22「矯正施設文書取扱規程の実施細目につい 9.25 矯総5649 矯正局長依命通達

て」の一部改正について

23 「刑事施設の保安表彰に関する訓令の運 10. 7 矯成5916 矯正局長依命通達

用について」の一部改正について

24 「法務省行政文書管理規程の矯正施設， 12.24 矯総7313 矯正局長依命通達

矯正研修所及び矯正管区における運用細目

について」の一部改正について

25 暴力団員による不当な行為の防止等に関 12.24 矯成7328 矯正局長通達

する法律第30条の5第1項に基づく命令を発

出するための刑事施設等からの出所日等に

関する回答要領等について

（保護局）

１ 更生保護施設整備に対する適正な指導監 3.28 保更 170 保護局長通達

督について

２ 保護司候補者検討協議会の設置について 3.31 保更 178 保護局長通達

３ 更生保護活動サポートセンターを活用し 3.31 保更 181 保護局長通達

た更生保護活動の促進について

４ 駐在官事務所における会計機関の設置に 4. 1 保総 185 保護局長通達

ついて

５ 「保護司実費弁償金支給規則の運用につ 4. 1 保総 194 保護局長通達

いて」の一部改正について

６ 特殊事務処理保護司（主任保護司）の配 4. 3 保総 201 保護局長通達

置等について

16 「少年院の運営について」の一部改正に 7.15 矯少4326 矯正局長依命通達

ついて

17 矯正施設警備救援規程の運用について 7.27 矯成4562 矯正局長依命通達」「
の一部改正について

18 刑事施設の刑務作業表彰に関する訓令の 8.21 矯成5061 矯正局長依命通達

運用について

19 「取調状況の記録等に関する訓令の運用 8.25 矯成5121 矯正局長依命通達

について」の一部改正について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

11 長期刑受刑者に対する仮釈放の審理及び 5. 9 保観 337 保護局長通達

仮釈放者に対する処遇等の充実について

12 凶悪重大な事件を起こした少年に対する 5. 9 保観 338 保護局長通達

生活環境の調整及び保護観察について

13 暴力的性向を有する特定の仮釈放者及び 5. 9 保観 339 保護局長通達

保護観察付執行猶予者に対する処遇の充実

について

14 「保護観察官直接処遇実施要領」の制定 5. 9 保観 340 保護局長通達

について

15 保護観察類型別処遇要領の制定について 5. 9 保観 341 保護局長通達

16 性犯罪者処遇プログラムを活用した保護 5. 9 保観 345 保護局長通達

観察の実施について

17 覚せい剤事犯者処遇プログラムを活用し 5. 9 保観 347 保護局長通達

た保護観察の実施について

18 暴力防止プログラムを活用した保護観察 5. 9 保総 349 保護局長通達

の実施について

19 簡易薬物検出検査を活用した保護観察処 5. 9 保観 351 保護局長通達

遇の実施について

20 被害者等の意見等の聴取及び被害者等の 5.26 保総 397 保護局長依命通達

心情等の伝達に関する事務の運用について

21 更生保護法等の施行に伴う保護局長通達 5.26 保総 399 保護局長通達

の改正及び廃止について

22 「被救護者旅客運賃割引証取扱規程」の 5.27 保総 403 矯正局長・保護局

達通長ていつに正改部一

23 地方更生保護委員会の決定に関する記録 5.28 保観 409 保護局長通達

の閲覧について

24 行政不服審査法の適用に当たっての留意 5.28 保観 410 保護局長通達

事項について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

29 刑務支所又は拘置支所の被収容者及び少 5.28 保観 423 保護局長通達

年院の分院在院者に対し仮釈放等を許す旨

の決定等を行った場合の告知並びに施設の

長に対する通知について

30 刑事施設又は少年院での駐在による調査 5.28 保観 424 保護局長通達

等について

31 仮釈放等審理等に係る調査の実施状況の 5.28 保観 426 保護局長通達

報告について

32 少年院からの仮退院に関する手続につい 5.28 保観 427 保護局長依命通達

て

33 少年院の運営に関連する事務の処理につ 5.28 保観 428 保護局長通達

いて

34 指定交通保護司に交通短期保護観察の集 5.28 保観 432 保護局長通達

団処遇を実施させることができる地域の指

定について

35 交通事件対象者に対する保護観察の効率 5.29 保観 436 保護局長通達

的運用について

36 更生緊急保護に関する取扱いについて 5.29 保観 443 保護局長依命通達

37 更生保護法施行に伴う「出入国管理令に 5.29 保観 444 保護局長通達

定める被退去強制容疑者の通報基準につい

て」等の取扱いについて

38 出入国管理及び難民認定法による退去強 5.29 保観 445 保護局長通達

制の手続を受けている外国人被収容者又は

在院者の釈放及び保護観察等について

７ 犯罪をした者及び非行のある少年に対す 5. 9 保観 325 保護局長依命通達

る社会内における処遇に関する事務の運用

について

８ 段階別処遇による体系的な保護観察の実 5. 9 保観 326 保護局長通達

施について

９ 短期保護観察の実施について 5. 9 保観 327 保護局長通達

10 交通短期保護観察の実施について 5. 9 保観 328 保護局長通達

25 「暴力団に関係する対象者等の社会復帰 5.28 保観 412 保護局長通達

対策推進上の警察及び都道府県暴力追放運

動推進センターとの協力について」の一部

改正について

26 保護観察対象者の国外旅行等の取扱いに 5.28 保観 416 保護局長依命通達

ついて

27 少年調査記録の取扱いについて 5.28 保観 419 保護局長通達

28 少年簿の取扱いについて 5.28 保観 421 保護局長通達
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

11 長期刑受刑者に対する仮釈放の審理及び 5. 9 保観 337 保護局長通達

仮釈放者に対する処遇等の充実について

12 凶悪重大な事件を起こした少年に対する 5. 9 保観 338 保護局長通達

生活環境の調整及び保護観察について

13 暴力的性向を有する特定の仮釈放者及び 5. 9 保観 339 保護局長通達

保護観察付執行猶予者に対する処遇の充実

について

14 「保護観察官直接処遇実施要領」の制定 5. 9 保観 340 保護局長通達

について

15 保護観察類型別処遇要領の制定について 5. 9 保観 341 保護局長通達

16 性犯罪者処遇プログラムを活用した保護 5. 9 保観 345 保護局長通達

観察の実施について

17 覚せい剤事犯者処遇プログラムを活用し 5. 9 保観 347 保護局長通達

た保護観察の実施について

18 暴力防止プログラムを活用した保護観察 5. 9 保総 349 保護局長通達

の実施について

19 簡易薬物検出検査を活用した保護観察処 5. 9 保観 351 保護局長通達

遇の実施について

20 被害者等の意見等の聴取及び被害者等の 5.26 保総 397 保護局長依命通達

心情等の伝達に関する事務の運用について

21 更生保護法等の施行に伴う保護局長通達 5.26 保総 399 保護局長通達

の改正及び廃止について

22 「被救護者旅客運賃割引証取扱規程」の 5.27 保総 403 矯正局長・保護局

達通長ていつに正改部一

23 地方更生保護委員会の決定に関する記録 5.28 保観 409 保護局長通達

の閲覧について

24 行政不服審査法の適用に当たっての留意 5.28 保観 410 保護局長通達

事項について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

29 刑務支所又は拘置支所の被収容者及び少 5.28 保観 423 保護局長通達

年院の分院在院者に対し仮釈放等を許す旨

の決定等を行った場合の告知並びに施設の

長に対する通知について

30 刑事施設又は少年院での駐在による調査 5.28 保観 424 保護局長通達

等について

31 仮釈放等審理等に係る調査の実施状況の 5.28 保観 426 保護局長通達

報告について

32 少年院からの仮退院に関する手続につい 5.28 保観 427 保護局長依命通達

て

33 少年院の運営に関連する事務の処理につ 5.28 保観 428 保護局長通達

いて

34 指定交通保護司に交通短期保護観察の集 5.28 保観 432 保護局長通達

団処遇を実施させることができる地域の指

定について

35 交通事件対象者に対する保護観察の効率 5.29 保観 436 保護局長通達

的運用について

36 更生緊急保護に関する取扱いについて 5.29 保観 443 保護局長依命通達

37 更生保護法施行に伴う「出入国管理令に 5.29 保観 444 保護局長通達

定める被退去強制容疑者の通報基準につい

て」等の取扱いについて

38 出入国管理及び難民認定法による退去強 5.29 保観 445 保護局長通達

制の手続を受けている外国人被収容者又は

在院者の釈放及び保護観察等について

７ 犯罪をした者及び非行のある少年に対す 5. 9 保観 325 保護局長依命通達

る社会内における処遇に関する事務の運用

について

８ 段階別処遇による体系的な保護観察の実 5. 9 保観 326 保護局長通達

施について

９ 短期保護観察の実施について 5. 9 保観 327 保護局長通達

10 交通短期保護観察の実施について 5. 9 保観 328 保護局長通達

25 「暴力団に関係する対象者等の社会復帰 5.28 保観 412 保護局長通達

対策推進上の警察及び都道府県暴力追放運

動推進センターとの協力について」の一部

改正について

26 保護観察対象者の国外旅行等の取扱いに 5.28 保観 416 保護局長依命通達

ついて

27 少年調査記録の取扱いについて 5.28 保観 419 保護局長通達

28 少年簿の取扱いについて 5.28 保観 421 保護局長通達
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

41 昭和59年9月17日付け法務省保観第329号 5.29 保観 451 保護局長通達

矯正局長，保護局長通達「仮釈放等準備調

査の実施について」の廃止について

42 所在不明となった仮釈放者及び保護観察 5.29 保観 452 保護局長通達

付執行猶予者の所在調査に関する警察への

協力依頼について

43 更生保護法第63条第6項ただし書の解釈 5.29 保観 454 保護局長通達

基準について

44 地方更生保護委員会及び保護観察所が更 5.29 保観 456 保護局長通達

生保護法の規定に基づき行う警察に対する

援助又は協力の依頼について

45 更生保護法等の施行等に伴う保護局長通 5.29 保更 458 保護局長通達

達（更生保護振興課関係）の一部改正につ

いて

46 留置施設に収容中の者に対する仮釈放の 5.29 保観 461 保護局長通達

取消し等の決定の告知方法等について

47 「重要事項の速報について」の一部改正 5.29 保総 463 保護局長通達

について

48 保護司研修要綱の制定について 5.30 保更 480 保護局長通達

49 中央更生保護審査会又は地方更生保護委 5.30 保総 482 保護局長通達

員会に呼び出された関係人に支給する旅

費，日当及び宿泊料の額について

50 「保護司実費弁償金支給規則の運用につ 5.30 保総 483 保護局長通達

いて」の一部改正について

51 「特殊事務処理保護司（駐在保護司）の 5.30 保総 487 保護局長通達

配置等について」の一部改正について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

58 地方更生保護委員会委員及び保護観察官 5.30 保総 510 保護局長通達

の証票に関する訓令第7条並びに社会復帰

調整官証票規程第3条第2項に規定する「別

に保護局長が定める印」について

59 刑務所出所者等に対する就労支援の推進 6.13 保更 548 保護局長通達

について

60 ＢＢＳ活動の促進及びＢＢＳ活動団体と 7.17 保更 627 保護局長通達

の連携協力について

61 長期刑受刑者仮釈放審理等実施状況報告 8.21 保観 676 保護局長通達

書，長期刑受刑者仮釈放許可決定者等名簿

及び中間処遇実施状況報告書の提出につい

て

62 「事務監査要領の制定について」の一部 9. 8 保総 713 保護局長通達

改正について

63 「保護司研修要綱の制定について」の一 10.16 保更 801 保護局長通達

部改正について

64 「地方更生保護委員会及び保護観察所に 10.22 保総 818 保護局長通達

おける行政文書の管理について」の一部改

正について

65 「更生保護事業法施行規則の運用につい 11.28 保更 911 保護局長通達

て」の一部改正について

（人権擁護局）

１ 平成20年度啓発活動重点目標について 1.24 権啓 38 人権擁護局長通達

２ 啓発広報活動の報告について 2.27 権啓 119 人権擁護局長通達

３ 「第60回人権週間」について 8.20 権啓 464 人権擁護局長通達

39 「「日本国とアメリカ合衆国との間の相

互協力及び安全保障条約第6条に基づく施

設及び区域並びに日本国における合衆国軍

隊の地位に関する協定」第9条第6項に規定

された構成員等の送出要請事由該当者並び

に旧構成員等の退去命令事由該当者の通報

について」の一部改正について

40 「更生保護施設における処遇の基準等に 5.29 保更 450 保護局長通達

関する規則の運用について」の一部改正に

ついて

5.29 保観 446 保護局長通達 52 「引致旅費の支出について」の廃止につ 5.30 保総 488 保護局長通達

いて

53 事件事務の管理等について 5.30 保観 492 保護局長通達

54 被害者等調査の実施について 5.30 保観 494 保護局長通達

55 更生保護法等の施行に伴う保護局長通達 5.30 保観 500 保護局長通達

等の廃止について

56 沼田町就業支援センターにおける処遇等 5.30 保観 504 保護局長通達

について

57 地方更生保護委員会事務処理規程の運用 5.30 保総 509 保護局長通達

について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

41 昭和59年9月17日付け法務省保観第329号 5.29 保観 451 保護局長通達

矯正局長，保護局長通達「仮釈放等準備調

査の実施について」の廃止について

42 所在不明となった仮釈放者及び保護観察 5.29 保観 452 保護局長通達

付執行猶予者の所在調査に関する警察への

協力依頼について

43 更生保護法第63条第6項ただし書の解釈 5.29 保観 454 保護局長通達

基準について

44 地方更生保護委員会及び保護観察所が更 5.29 保観 456 保護局長通達

生保護法の規定に基づき行う警察に対する

援助又は協力の依頼について

45 更生保護法等の施行等に伴う保護局長通 5.29 保更 458 保護局長通達

達（更生保護振興課関係）の一部改正につ

いて

46 留置施設に収容中の者に対する仮釈放の 5.29 保観 461 保護局長通達

取消し等の決定の告知方法等について

47 「重要事項の速報について」の一部改正 5.29 保総 463 保護局長通達

について

48 保護司研修要綱の制定について 5.30 保更 480 保護局長通達

49 中央更生保護審査会又は地方更生保護委 5.30 保総 482 保護局長通達

員会に呼び出された関係人に支給する旅

費，日当及び宿泊料の額について

50 「保護司実費弁償金支給規則の運用につ 5.30 保総 483 保護局長通達

いて」の一部改正について

51 「特殊事務処理保護司（駐在保護司）の 5.30 保総 487 保護局長通達

配置等について」の一部改正について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

58 地方更生保護委員会委員及び保護観察官 5.30 保総 510 保護局長通達

の証票に関する訓令第7条並びに社会復帰

調整官証票規程第3条第2項に規定する「別

に保護局長が定める印」について

59 刑務所出所者等に対する就労支援の推進 6.13 保更 548 保護局長通達

について

60 ＢＢＳ活動の促進及びＢＢＳ活動団体と 7.17 保更 627 保護局長通達

の連携協力について

61 長期刑受刑者仮釈放審理等実施状況報告 8.21 保観 676 保護局長通達

書，長期刑受刑者仮釈放許可決定者等名簿

及び中間処遇実施状況報告書の提出につい

て

62 「事務監査要領の制定について」の一部 9. 8 保総 713 保護局長通達

改正について

63 「保護司研修要綱の制定について」の一 10.16 保更 801 保護局長通達

部改正について

64 「地方更生保護委員会及び保護観察所に 10.22 保総 818 保護局長通達

おける行政文書の管理について」の一部改

正について

65 「更生保護事業法施行規則の運用につい 11.28 保更 911 保護局長通達

て」の一部改正について

（人権擁護局）

１ 平成20年度啓発活動重点目標について 1.24 権啓 38 人権擁護局長通達

２ 啓発広報活動の報告について 2.27 権啓 119 人権擁護局長通達

３ 「第60回人権週間」について 8.20 権啓 464 人権擁護局長通達

39 「「日本国とアメリカ合衆国との間の相

互協力及び安全保障条約第6条に基づく施

設及び区域並びに日本国における合衆国軍

隊の地位に関する協定」第9条第6項に規定

された構成員等の送出要請事由該当者並び

に旧構成員等の退去命令事由該当者の通報

について」の一部改正について

40 「更生保護施設における処遇の基準等に 5.29 保更 450 保護局長通達

関する規則の運用について」の一部改正に

ついて

5.29 保観 446 保護局長通達 52 「引致旅費の支出について」の廃止につ 5.30 保総 488 保護局長通達

いて

53 事件事務の管理等について 5.30 保観 492 保護局長通達

54 被害者等調査の実施について 5.30 保観 494 保護局長通達

55 更生保護法等の施行に伴う保護局長通達 5.30 保観 500 保護局長通達

等の廃止について

56 沼田町就業支援センターにおける処遇等 5.30 保観 504 保護局長通達

について

57 地方更生保護委員会事務処理規程の運用 5.30 保総 509 保護局長通達

について
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題 件 名 月 日 記号番号 備 考

４ 平成20年度「北朝鮮人権侵害問題啓発週 9. 2 権啓 502 人権擁護局長通達

間」について

５ 人権啓発活動ネットワークの整備及び活 10.30 権啓 636 人権擁護局長通達

動について

（入国管理局）

１ 違反審判事務の簡易・合理化措置につい

　て

２ 違反審判要領の一部改正について

３ 上陸審判要領の一部改正について

9.16 管総第3138 入国管理局長通達

9.16 管審第 807 入国管理局長通達

10.24 管審第 933 入国管理局長通達
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８ 平成20年法務省主要行事及び催し等一覧

行 事 等 の 名 称 実 施 月 日 参照ページ

（秘書課）

（会 同）

3.21，42.6，51.2同会長事検

81.9，41・31.2同会官長察検

（式 典）

春の叙勲による勲章伝達式 5.12

第10回危険業務従事者叙勲による勲章伝達式 5.14

春の藍綬褒章，黄綬褒章及び緑綬褒章伝達式 5.16

秋の叙勲による勲章伝達式 11.7

第11回危険業務従事者叙勲による勲章伝達式 11.14

秋の藍綬褒章及び黄綬褒章伝達式 11.18

（人事課）

01.1験試次一第験試法司旧

旧司法試験第二次試験（短答式） 5.11

81・71・51・41.5験試法司新

71・61.7，51.6験試用採官教務法

旧司法試験第二次試験（論文式） 7.20・21

13～92.7験試記筆試考別特官察検

1.8験試記筆考選の事検副

81・71.01，12.9験試用採官務刑

32・22.01，82.9験試用採官備警国入

01・9.01験試述口試考別特官察検

61.01験試述口考選の事検副

旧司法試験第二次試験（口述） 10.25～27

（会計課）

02.5同会長課計会庁察検

法務局・地方法務局会計課長会同 5.22

地方更生保護委員会事務局総務課長・保護観 5.23

察所企画調整課長会同

矯正関係予算担当課長等会同 5.27・28

地方入国管理局・入国者収容所総務課長・会 5.30

計課長会同
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行 事 等 の 名 称 実 施 月 日 参照ページ

（民事局）

71・61.1会せ合打務事長局務法

法務局・地方法務局会計課長会同 5.21・22

法務局長・地方法務局長会同 6.10・11

法務局民事行政調査官・統括監査専門官事務 6.19

打合せ会

法務局・地方法務局首席登記官会同 9.26

法務局総務・民事行政部長会同 10.2・3

法務局・地方法務局供託課長会同 10.7

法務局･地方法務局庶務･職員･総務課長会同 10.31

3・2.21会せ合打務事長局務法

法務局・地方法務局登記情報システム管理官 12.11

事務打合せ会

（刑事局）

81・9，41・31.2同会官長察検

21.3同会事検副

02.5同会長課計会庁察検

81.6同会長局務事庁察検

平成20年度検察官・国税査察官合同中央協議会 9.9・10

司法修習生指導担当検事協議会 9.24

52.9会議協事検当担判公

32・22.01同会事検席次国全

03.01同会事検当担罪犯織組

凶悪重大事犯担当検事会同 11.26

72.11同会家務実務検

（矯正局）

（会 同）

11.1会議協等長区管正矯

22・12.4会議協長課業作区管正矯

矯正関係予算担当課長等会同（少年施設） 5.21・22

矯正関係予算担当課長等会同（刑事施設） 5.23・24

92.5，3.6会議協等長区管正矯

6・5.6同会長設施事刑

194

194

194

194

194

194

194

194

194

194

211

211

211

211

211

211

211

211

211

211

211

229

229

229

229

229

229

40,50,251,270,529

40,50,251,270,529

40,50,251,270,529

40,50,270,529

308

308

6,164,308

308

308

313

313

313

313

211

194

250

229

285

40,50,529

40,50,529
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８ 平成20年法務省主要行事及び催し等一覧

行 事 等 の 名 称 実 施 月 日 参照ページ

（秘書課）

（会 同）

3.21，42.6，51.2同会長事検

81.9，41・31.2同会官長察検

（式 典）

春の叙勲による勲章伝達式 5.12

第10回危険業務従事者叙勲による勲章伝達式 5.14

春の藍綬褒章，黄綬褒章及び緑綬褒章伝達式 5.16

秋の叙勲による勲章伝達式 11.7

第11回危険業務従事者叙勲による勲章伝達式 11.14

秋の藍綬褒章及び黄綬褒章伝達式 11.18

（人事課）

01.1験試次一第験試法司旧

旧司法試験第二次試験（短答式） 5.11

81・71・51・41.5験試法司新

71・61.7，51.6験試用採官教務法

旧司法試験第二次試験（論文式） 7.20・21

13～92.7験試記筆試考別特官察検

1.8験試記筆考選の事検副

81・71.01，12.9験試用採官務刑

32・22.01，82.9験試用採官備警国入

01・9.01験試述口試考別特官察検

61.01験試述口考選の事検副

旧司法試験第二次試験（口述） 10.25～27

（会計課）

02.5同会長課計会庁察検

法務局・地方法務局会計課長会同 5.22

地方更生保護委員会事務局総務課長・保護観 5.23

察所企画調整課長会同

矯正関係予算担当課長等会同 5.27・28

地方入国管理局・入国者収容所総務課長・会 5.30

計課長会同

―502―

行 事 等 の 名 称 実 施 月 日 参照ページ

（民事局）

71・61.1会せ合打務事長局務法

法務局・地方法務局会計課長会同 5.21・22

法務局長・地方法務局長会同 6.10・11

法務局民事行政調査官・統括監査専門官事務 6.19

打合せ会

法務局・地方法務局首席登記官会同 9.26

法務局総務・民事行政部長会同 10.2・3

法務局・地方法務局供託課長会同 10.7

法務局･地方法務局庶務･職員･総務課長会同 10.31

3・2.21会せ合打務事長局務法

法務局・地方法務局登記情報システム管理官 12.11

事務打合せ会

（刑事局）

41・31.2同会官長察検 ，9.18

21.3同会事検副

02.5同会長課計会庁察検

81.6同会長局務事庁察検

平成20年度検察官・国税査察官合同中央協議会 9.9・10

司法修習生指導担当検事協議会 9.24

52.9会議協事検当担判公

32・22.01同会事検席次国全

03.01同会事検当担罪犯織組

凶悪重大事犯担当検事会同 11.26

72.11同会家務実務検

（矯正局）

（会 同）

11.1会議協等長区管正矯

22・12.4会議協長課業作区管正矯

矯正関係予算担当課長等会同（刑事施設） 5.26・27

矯正関係予算担当課長等会同（少年施設） 5.28・29

3.6会議協等長区管正矯

6・5.6同会長設施事刑

194

194

194

194

194

194

194

194

194

194

211

211

211

211

211

211

211

211

211

211

211

229

229

229

229

229

229
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行 事 等 の 名 称 実 施 月 日 参照ページ

91.6同会長院年少

01.7同会長所別鑑年少

9.9会議協策対遇処者容収被

鑑別・観護処遇問題協議会 9.18

52.9会議協題問遇処院年少

01.01会議協等長区管正矯

刑事施設分類・教育協議会 10.27・28

92.01会議協策対療医正矯

5・4.11会議協長部二第区管正矯

矯正管区第三部長等協議会 11.20・21

矯正管区第一部長等協議会 12.3・4

（その他）

7・6.6展正矯国全

（保護局）

（会 同）

地方更生保護委員会事務局長協議会 4.16

地方更生保護委員会事務局総務課長・保護観 5.23

察所企画調整課長会同

地方更生保護委員会委員長・保護観察所長会同 6.17

地方更生保護委員会委員長会同 6.18

地方更生保護委員会委員長会同 10.9・10

地方更生保護委員会事務局首席・統括審査官 10.24

等及び保護観察所首席・統括保護観察官会同

地方更生保護委員会事務局長会同 11.26

（その他）

更生保護法人等役職員中央研究会 1.29・30

平成19年度被害者担当保護司等中央協議会 2.20・21

平成20年度社会復帰調整官中央連絡協議会 12.8・9

平成19年度地方保護司連盟及び保護司会連合 3.6・7

会会長等協議会

平成20年度地方保護司連盟及び保護司会連合 5.7・8

会会長等協議会

8.5式与授章労功別特司護保

平成19年度新任委員セミナー 7.12
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行 事 等 の 名 称 実 施 月 日 参照ページ

61.9会修研央中等司護保

（人権擁護局）

人権啓発フェスティバル（東京都新宿区） 8.23・24

〃 (京都府京都市） 11.8・9

ハンセン病に関する「夏休み親と子のシンポ 7.27

ジウム （岡山県岡山市）」

4.8〃

（群馬県前橋市）

子どもの人権110番強化週間 9.8～14

人権擁護委員に対する法務大臣表彰式 10.1

女性の人権ホットライン強化週間 11.17～23

01～4.21間週権人回06第

世界人権宣言60周年・人権擁護委員制度60周 12.6

年記念の集い

平成20年度北朝鮮人権侵害問題啓発週間 12.10～16

（入国管理局）

地方入国管理局・入国者収容所総務課長・ 5.30

会計課長会同

地方入国管理局長・入国者収容所長会同 6.26・27

地方入国管理局・入国者収容所警備監理官・ 11.28

首席入国警備官会同

地方入国管理局審査監理官・首席審査官会同 10.9・10

229

229

229

229 43,277,280

44,277,280

43,268,269,273,279

270

44,270,273,279

44,276,279,281

44,270,276,281

44,280

285

285

285

285

43

43

229

229

230

230

230

230

230

43,241

250

250

250

250

250

250

250

259

253

252

251
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行 事 等 の 名 称 実 施 月 日 参照ページ

91.6同会長院年少

01.7同会長所別鑑年少

9.9会議協策対遇処者容収被

鑑別・観護処遇問題協議会 9.18

52.9会議協題問遇処院年少

01.01会議協等長区管正矯

刑事施設分類・教育協議会 10.27・28

92.01会議協策対療医正矯

5・4.11会議協長部二第区管正矯

矯正管区第三部長等協議会 11.20・21

矯正管区第一部長等協議会 12.3・4

（その他）

7・6.6展正矯国全

（保護局）

（会 同）

地方更生保護委員会事務局長協議会 4.16

地方更生保護委員会事務局総務課長・保護観 5.23

察所企画調整課長会同

地方更生保護委員会委員長・保護観察所長会同 6.17

地方更生保護委員会委員長会同 6.18

地方更生保護委員会委員長会同 10.9・10

地方更生保護委員会事務局首席・統括審査官 10.24

等及び保護観察所首席・統括保護観察官会同

地方更生保護委員会事務局長会同 11.26

（その他）

更生保護法人等役職員中央研究会 1.29・30

平成19年度被害者担当保護司等中央協議会 2.20・21

平成20年度社会復帰調整官中央連絡協議会 12.8・9

平成19年度地方保護司連盟及び保護司会連合 3.6・7

会会長等協議会

平成20年度地方保護司連盟及び保護司会連合 5.7・8

会会長等協議会

8.5式与授章労功別特司護保

平成19年度新任委員セミナー 7.12
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行 事 等 の 名 称 実 施 月 日 参照ページ

61.9会修研央中等司護保

（人権擁護局）

人権啓発フェスティバル（東京都新宿区） 8.23・24

〃 (京都府京都市） 11.8・9

ハンセン病に関する「夏休み親と子のシンポ 7.27

ジウム （岡山県岡山市）」

4.8〃

（群馬県前橋市）

子どもの人権110番強化週間 9.8～14

人権擁護委員に対する法務大臣表彰式 10.1

女性の人権ホットライン強化週間 11.17～23

01～4.21間週権人回06第

世界人権宣言60周年・人権擁護委員制度60周 12.6

年記念の集い

平成20年度北朝鮮人権侵害問題啓発週間 12.10～16

（入国管理局）

地方入国管理局・入国者収容所総務課長・ 5.30

会計課長会同

地方入国管理局長・入国者収容所長会同 6.26・27

地方入国管理局・入国者収容所警備監理官・ 11.28

首席入国警備官会同

地方入国管理局審査監理官・首席審査官会同 10.9・10

229

229

229

229 43,277,280

44,277,280

43,268,269,273,279

270

44,270,273,279

44,276,279,281

44,270,276,281

44,280

285

285

285

285

43

43

229

229

230

230

230

230

230

43,241

250

250

250

250

250

250

250

259

253

252

251
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９　平成20年法務省主要人事

職 名 平成20年１月１日現在 平成20年12月31日までの異動

本　　　省
法 務 大 臣

法 務 副 大 臣

大 臣 政 務 官

事 務 次 官
官 房 長
訟 務 総 括 審 議 官
官 房 審 議 官
官 房 審 議 官
官 房 審 議 官
官 房 審 議 官
官 房 審 議 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官
官 房 参 事 官

秘 書 課 長
人 事 課 長
会 計 課 長
施 設 課 長
厚 生 管 理 官

鳩 山 彜 夫

河　井　克　行

古　川　禎　久

小　津　博　司
池 上 政 幸
貝阿彌　　　誠
深 山 卓 也
後　藤　　　博
三 浦 　 守
吉 田 秀 司
二　階　尚　人
小 山 紀 昭
名 取 俊 也
齊 木 敏 文
住 川 洋 英
永 谷 典 雄
大 西 勝 滋
東　　　亜由美
佐久間　健　吉
萩　本　　　修
大 木 典 雄
松　村　　　明

黒 川 弘 務
稲 田 伸 夫
長谷川　充　弘
青 沼 隆 之
石　川　一　昭

保岡　興治（20. 8. 2）
森　　英介（20. 9. 24）
佐藤　剛男（20. 8. 4）
佐藤　剛男（20. 9. 29）※再任
早川　忠孝（20. 8. 5）
早川　忠孝（20. 9. 29）※再任

稲田　伸夫（20. 10. 17）

黒川　弘務（20. 1. 16）
始関　正光（20. 1. 16）

澤田　健一（20. 4. 1）
高宅　　茂（20. 7. 18）
宇川　春彦（20. 6. 25）

新田　智昭（20. 4. 1）
和久田道雄（20. 4. 1）

金子　　修（20. 1. 16）

田　　博（20. 4. 1）

中川　清明（20. 1. 16）
林　　眞琴（20. 1. 16）
後藤　　博（20. 1. 16）
小川　新二（20. 4. 7）
森　　洋一（20. 4. 1）
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職 名 平成20年１月１日現在 平成20年12月31日までの異動

訟 務 企 画 課 長
民 事 訟 務 課 長
行 政 訟 務 課 長
租 税 訟 務 課 長
財 産 訟 務 管 理 官
司 法 法 制 部 長
司 法 法 制 課 長
審 査 監 督 課 長

民 事 局 長
総 務 課 長
民 事 第 一 課 長
民 事 第 二 課 長
商 事 課 長
民 事 法 制 管 理 官

刑 事 局 長
総 務 課 長
国 際 課 長
刑 事 課 長
公 安 課 長
刑 事 法 制 管 理 官

矯 正 局 長
総 務 課 長
成 人 矯 正 課 長
少 年 矯 正 課 長
矯 正 医 療 管 理 官

保 護 局 長

総 務 課 長
更生保護振興課長
観 察 課 長

人 権 擁 護 局 長
総 務 課 長
調 査 救 済 課 長
人 権 啓 発 課 長

大須賀　　　滋
都 築 政 則
足 立 　 哲
中 井 隆 司
齋 藤 繁 道
菊 池 洋 一
井 上 　 宏
大久保　修　身
倉　吉　　　敬
團 丈 士
秋　山　　　実
小 川 秀 樹
相　澤　　　哲
始 関 正 光
大　野　恒太郎
林 　 眞 琴
片　岡　　　弘
甲 斐 行 夫
小 川 新 二
辻　　　裕　教
梶 木 　 壽
中 川 清 明
大木戸　治　孝
阿　部　政　孝
米　澤　好　恭
藤 田 昇 三

柿 澤 正 夫
合　田　憲　生
笠 原 和 男
富 田 善 範
山　上　秀　明
関 　 隆 男
亀 田 　 哲

都築　政則（20. 4. 1）
中山　孝雄（20. 4. 1）
齋藤　繁道（20. 4. 1）
岸　　秀光（20. 4. 1）
永谷　典雄（20. 4. 1）
深山　卓也（20. 1. 16）
小山　太士（20. 4. 7）
田中　光史（20. 7. 10）

萩本　　修（20. 1. 16）

甲斐　行夫（20. 1. 16）
北村　　篤（20. 1. 16）
片岡　　弘（20. 1. 16）
井上　　宏（20. 4. 7）

尾﨑　道明（20. 6. 25）
大塲亮太郎（20. 1. 16）
富山　　聡（20. 4. 7）

福田　祐典（20. 4. 1）
西川　克行（20. 1. 17）
坂井　文雄（20. 7. 18）

蛯原　正敏（20. 4. 1）

山口　英幸（20. 12. 1）
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職 名 平成20年１月１日現在 平成20年12月31日までの異動

入 国 管 理 局 長
総 務 課 長
入 国 在 留 課 長
審 判 課 長
警 備 課 長
登 録 管 理 官
（施設等機関）

法務総合研究所長
矯 正 研 修 所 長

（地方支分部局）
（法務局長）

東 京
大 阪
名 古 屋
広 島
福 岡
仙 台
札 幌
高 松
（矯正管区長）

東 京
大 阪
名 古 屋
広 島
福 岡
仙 台
札 幌
高 松

地方更生保護
委員会委員長

関 東
近 畿
中 部

稲　見　敏　夫
岩 尾 信 行
田　村　　　明
沖　　　貴　文
畠　山　　　学
髙　岡　　望

松 永 榮 治
宮　本　史　郎

五十嵐　義　治
髙 野 　 伸
杉 山 茂 久
星 野 英 敏
白 石 研 二
小　口　哲　男
石 戸 　 忠
柏　原　　　治

有 山 賢 良
友　永　　　積
小　林　　　仁
門　屋　　　徹
古　田　修　一
繁　永　正　博
髙　橋　　　博
小　柳　浩　子

佐　藤　繁　實
高　木　俊　彦
加　藤　省　三

西川　克行（20. 7. 18）

沖　　貴文（20. 4. 1）
山中　政法（20. 4. 1）
佐々木聖子（20. 4. 1）
千葉　　明（20. 8. 10）

小貫　芳信（20. 1. 17）
梅村　　謙（20. 4. 1）

渡邊　秀雄（20. 4. 7）
小口　哲男（20. 4. 1）
横山　　緑（20. 4. 1）
柏原　　治（20. 4. 1）
佐藤　　努（20. 4. 1）
太田　健治（20. 4. 1）

髙橋　　博（20. 4. 1）
南山　久明（20. 4. 1）
古川　髙志（20. 4. 1）
中田　幹夫（20. 4. 1）
児玉　一雄（20. 4. 1）
岩下　充雄（20. 4. 1）
米澤　好恭（20. 4. 1）
梅﨑　裕一（20. 4. 1）

川本　満隆（20. 4. 1）
高木　俊彦（20. 4. 1）※再任
峪口　基寛（20. 4. 1）
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職 名 平成20年１月１日現在 平成20年12月31日までの異動

中 国
九 州
東 北
北 海 道
四 国
（地方入国管理局長）
東 京
大 阪
名 古 屋
広 島
福 岡
仙 台
札 幌
高 松

外 局
（公安審査委員会）
公安審査委員会委員長
（公安調査庁）

公 安 調 査 庁 長 官
公 安 調 査 庁 次 長
公安調査庁研修所長
（公安調査局長）

関 東
近 畿
中 部
中 国
九 州
東 北
北 海 道
四 国

検 察 庁
（最高検察庁）

検 事 総 長
次 長 検 事
事 務 局 長

鈴 木 　 勉
川　本　満　隆
山 田 憲 児
峪 口 基 寛
熊 坂 　 俊 二

高　山　　　泰
佐 藤 　 修
石 田 　 茂
上 原 巻 善
髙 宅 　 茂
竹 田 靜 登
小井沼　紀　芳
宮 内 大 介

田 中 康 久

柳 　 俊 夫
北 田 幹 直
岩 井 克 己

鐡 田 広 司
景 山 和 彦
生 平 良 一
小 林 基 功
立 澤 　 衛
佐 藤 　 進
吉 田 　 司
牧 野 直 明

但 木 敬 一
笠 間 治 雄
岡 上 　 宏

久保　博務（20. 4. 1）
鈴木　　勉（20. 4. 1）

寶金　邦子（20. 4. 1）
古澤　恭一（20. 4. 1）

二階　尚人（20. 7. 18）
畠山　　学（20. 4. 1）
田村　　明（20. 4. 1）

大島　重史（20. 7. 18）
三島　孝雄（20. 4. 1）
佐々木大介（20. 4. 1）
小川　和也（20. 4. 1）

（20. 12. 31任期満了）

久保田明広（20. 7. 1）
川上　露秋（20. 4. 1）

牧野　直明（20. 4. 1）
佐藤　　進（20. 4. 1）
荻上　幸男（20. 4. 1）
吉田　　司（20. 4. 1）
岩井　克己（20. 4. 1）
中谷　清司（20. 4. 1）
岸田　正広（20. 4. 1）

樋渡　利秋（20. 7. 1）

金澤　伸雄（20. 4. 1）
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職 名 平成20年１月１日現在 平成20年12月31日までの異動

（高等検察庁）
（検 事 長）

東 京
大 阪
名 古 屋
広 島
福 岡
仙 台
札 幌
高 松

（事 務 局 長）
東 京
大 阪
名 古 屋
広 島
福 岡
仙 台
札 幌
高 松
（地方検察庁）
（検 事 正）

東 京
横 浜
さ い た ま
千 葉
水 戸
宇 都 宮
前 橋
静 岡
甲 府
長 野
新 潟
大 阪

樋 渡 利 秋
大 泉 隆 史
中 尾 　 巧
鈴 木 芳 夫
栃　木　庄太郎
大 塚 清 明
大 林 　 宏
有 田 知 德

仲 田 彜 克
古 宮 義 雄
松 井 　 登
箕 輪 千 秋
金 澤 伸 雄
仲 田 稿 次
久 光 文 夫
小 林 博 己

伊 藤 鉄 男
渡 駮 一 弘
山 本 修 三
増 田 暢 也
勝 丸 充 啓
杉 本 一 重
吉 田 廾

松 田 　 章
水 野 美 鈴
長 井 博 美
幕 田 英 雄
三 浦 正 晴

大林　　宏（20. 7. 1）

松永　榮治（20. 1. 17）

有田　知德（20. 7. 1）
渡駑　一弘（20. 7. 1）
伊藤　鉄男（20. 7. 1）

箕輪　千秋（20. 4. 1）
仲田　稿次（20. 4. 1）
池嶋　　充（20. 4. 1）
和田　秀明（20. 4. 1）
石川　一昭（20. 4. 1）
齋藤　　清（20. 4. 1）
沖松　正則（20. 4. 1）
川那部善夫（20. 4. 1）

岩村　修二（20. 7. 1）
増田　暢也（20. 7. 1）
勝丸　充啓（20. 10. 1）
北田　幹直（20. 7. 1）
佐々木善三（20. 10. 1）
高井　新二（20. 1. 16）
木　俊夫（20. 12. 1）

北村　道夫（20. 7. 1）

西村　逸夫（20. 7. 14）
内尾　武博（20. 10. 1）
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職 名 平成20年１月１日現在 平成20年12月31日までの異動

京 都
神 戸
奈 良
大 津
和 歌 山
名 古 屋

津
岐 阜
福 井
金 沢
富 山
広 島
山 口
岡 山
鳥 取
松 江
福 岡
佐 賀
長 崎
大 分
熊 本
鹿 児 島
宮 崎
那 覇
仙 台
福 島
山 形

盛 岡
秋 田
青 森
札 幌
函 館
旭 川

戸 田 信 久
新 庄 一 郎
酒 井 彜 彦
松 井 　 巖
佐々木　善　三
麻 生 光 洋
濵 岡 良 二
宮 崎 雄 一
寺 一 峰
水 落 徹 男
伊 藤 敏 朗
本 田 守 弘
鐡 川 興 治
宇田川　力　雄
本 多 英 明
小 林 正 一
南 部 義 闊

岩 永 建 保
木 俊 夫

太 田 　 修
加 澤 正 樹
坂 井 文 雄
髙 田 明 夫
山 舖 弥 一 郎
小 敏 美
中 野 寛 司
庄 地 　 保

吉 田 統 宏
小 黒 和 明
宇 井 　 稔
山 本 信 一
大 鶴 基 成
西 川 克 行

梶木　　壽（20. 6. 25）
杉本　一重（20. 1. 16）
丸山　　恭（20. 7. 1）

玉井　英章（20. 1. 16）

岩永　建保（20. 10. 1）
吉田　統宏（20. 12. 1）
八木　宏幸（20. 7. 14）
伊丹　俊彦（20. 1. 16）
新倉　　明（20. 1. 16）
長井　博美（20. 7. 14）

中野　寛司（20. 1. 16）
高橋　　勝（20. 1. 16）

總山　　哲（20. 10. 1）
岩橋　義明（20. 12. 1）
中村　　明（20. 1. 16）
本多　英明（20. 1. 16）
大野　　宗（20. 4. 7）
津熊　寅雄（20. 1. 16）
佐々木正輝（20. 7. 1）
加澤　正樹（20. 1. 16）
太田　　修（20. 1. 16）
稲田　伸夫（20. 1. 16）
渋佐　愼吾（20. 10. 17）
谷川　恒太（20. 1. 16）
井越　正人（20. 7. 1）

吉田　 廾（20. 12. 1）
中屋　利洋（20. 1. 16）
金田　　茂（20. 1. 16）
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職 名 平成20年１月１日現在 平成20年12月31日までの異動

釧 路
高 松
徳 島
高 知
松 山

廣 瀬 勝 人
松　浦　由記夫
田 内 正 宏
安 田 博 延
浅 尾 俊 久

向井　　壯（20. 4. 7）
松田　　章（20. 7. 1）
杉山　茂久（20. 7. 1）
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国　　会 衆　　議　　院 参　　議　　院
委　　員　　会 委　　員　　会

衆：民　趣旨説明要求

1/31 2/1 2/1 16 3/18 3/19 3/25 3/25 3/27 3/31 4/1 4/8 4/8 4/9 4/11 11

衆：民・共　趣旨説明要求

2/4 2/5 2/5 30 3/31 4/1 4/4 4/4 4/8 4/9 4/10 4/15 4/15 4/16 4/23 19

衆：民・共　趣旨説明要求

22/551/4 衆：自・公・民・社　附帯

3/3 3/4 3/5 65 4/7 4/11 4/18 4/25 4/30 5/19 5/20 5/27 5/29 5/30 6/6 56 参：自・公・民・共・社　附帯

4/22 (参考人）

(参考人） 5/29
4/25

衆：民・共　趣旨説明要求

22/551/4 衆：自・公・民・社　附帯

3/3 3/4 3/5 66 4/7 4/11 4/18 4/25 4/30 5/19 5/20 5/27 5/29 5/30 6/6 57 参：自・公・民・共・社　附帯

4/22 (参考人）

(参考人） 5/29
4/25

衆：民・共　趣旨説明要求

6/5 衆：自・公・民　附帯

3/6 3/7 3/7 68 5/22 5/23 5/27 5/30 6/3 6/4 6/5 6/10 6/10 6/11 6/18 71 衆：自・公・民　修正案

5/30 (参考人） 参：自・公・民　附帯

(参考人） 6/10 5/22衆本会議　趣旨説明・質疑

5/30 6/4参本会議　趣旨説明・質疑

                第１６９回国会提出法律案審議経過一覧   (２０．１．１８～２０．６．２１　１５６日間）

平成20年4月1日

少年法の一部を改正す
る法律案

公布の日から起
算して６月を超
えない範囲内に
おいて政令で定
める日（例外措
置あり）

採

決

月

日

番

号

採

決

月

日

本

会

議

付

託

月

日

　　　　　　区　　分

件　　名

保険法の施行に伴う関係
法律の整備に関する法
律案

保険法案

犯罪被害者等の権利利
益の保護を図るための刑
事手続に付随する措置
に関する法律及び総合
法律支援法の一部を改
正する法律案

裁判所職員定員法の一
部を改正する法律案

次

官

会

議

閣

　
議

審

議

日

公布の日から起
算して２年を超
えない範囲内に
おいて政令で定
める日

犯罪被害者等の
権利利益の保護
を図るための刑
事訴訟法等の一
部を改正する法
律（平成１９年
法律第９５号）
の施行の日

提

出

月

日

提

案

理

由

付

託

月

日

提

案

理

由

審

議

日

備　　　　　考

施

行

月

日

法

律

番

号

採

決

月

日

公

布

月

日

採

決

月

日

本

会

議

保険法の施行の
日
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国　　会 衆　　議　　院 参　　議　　院
委　　員　　会 委　　員　　会

                第１６９回国会提出法律案審議経過一覧   (２０．１．１８～２０．６．２１　１５６日間）

採

決

月

日

番

号

採

決

月

日

本

会

議

付

託

月

日

　　　　　　区　　分

件　　名

次

官

会

議

閣

　
議

審

議

日

提

出

月

日

提

案

理

由

付

託

月

日

提

案

理

由

審

議

日

備　　　　　考

施

行

月

日

法

律

番

号

採

決

月

日

公

布

月

日

採

決

月

日

本

会

議

H17
10/14

H17 H17 H17 H17 H17 10/21
10/3 10/4 10/4 22 10/12 10/14 10/25

H18 10/26
9/26 (参考人）

H19 10/28
1/25 H18
9/10 4/25
H20 4/28
1/18 5/9

(参考人）

5/10
5/12
5/16
5/19
6/2

継続審査

－ － 6/3 21 6/4 6/6 － 6/6 6/10 － 6/3 － － 6/4 6/18 70
委員長 （決定）

提案

衆：民・共　趣旨説明要求

H19 H19
－ － 6/14 48 7/3

9/10
H20
1/18

継続審査
衆：民・共　趣旨説明要求

－ － 6/10 32 6/18

継続審査

公布の日から起
算して６月を経
過した日

児童買春，児童ポルノに
係る行為等の処罰及び
児童の保護等に関する
法律の一部を改正する
法律案（衆法）
（自公　提出）

債権管理回収業に関す
る特別措置法の一部を
改正する法律案（衆法）
（自公  提出）

公布の日から起
算して６月を超
えない範囲内に
おいて政令で定
める日

犯罪の国際化及び組織
化並びに情報処理の高
度化に対処するための
刑法等の一部を改正す
る法律案

公布の日から起
算して２０日を
経過した日（例
外措置あり）

性同一性障害者の性別
の取扱いの特例に関す
る法律の一部を改正する
法律案（参法）
（法務委員長　提出）
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国　　会 衆　　議　　院 参　　議　　院
委　　員　　会 委　　員　　会

                第１６９回国会提出法律案審議経過一覧   (２０．１．１８～２０．６．２１　１５６日間）

採

決

月

日

番

号

採

決

月

日

本

会

議

付

託

月

日

　　　　　　区　　分

件　　名

次

官

会

議

閣

　
議

審

議

日

提

出

月

日

提

案

理

由

付

託

月

日

提

案

理

由

審

議

日

備　　　　　考

施

行

月

日

法

律

番

号

採

決

月

日

公

布

月

日

採

決

月

日

本

会

議

H18 衆：自・公　趣旨説明要求

H18 6/13 取調可視化

－ － 3/29 13 9/26
H19
1/25
9/10
H20
1/18

継続審査
H18 衆：自・公　趣旨説明要求

H18 6/13 選択的夫婦別氏

－ － 6/8 35 9/26
H19
1/25
9/10
H20
1/18

継続審査
衆：自・公・共　趣旨説明要求

H19 H19
－ － 6/21 51 7/3

9/10
H20
1/18

継続審査
衆：自・公・共　趣旨説明要求

H19 H19
－ － 6/21 52 7/3

9/10
H20
1/18

継続審査

民法の一部を改正する
法律案（衆法）
（民  提出）

刑事訴訟法の一部を改
正する法律案（衆法）
（民  提出）

非自然死体の死因等の
究明の適正な実施に関
する法律案（衆法）
（民  提出）

法医科学研究所設置法
案（衆法）
（民  提出）
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12　年　表
（平成20年１月１日〜12月31日）
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